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＊文部科学省
・『特別支援学校教員の特別支援学校教諭等免許状保有状況等調査結果の概要（平成29年度）（3月26日）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/1402731.htm
＊内閣府男女共同参画局
・「AV出演強要・「JKビジネス」被害防止月間」の啓発用動画とリーフレットを掲載しました。（3月23日）
http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/avjk/index.html
・男女間における暴力に関する調査（平成29年度調査）（2018年3月公表）
http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/h29_boryoku_cyousa.html

【概要版】http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/pdf/h29danjokan-gaiyo.pdf
＊いじめ
・いじめを「一過性の嫌がらせ」…認知漏れが２割（読売新聞・3月16日）
　学校現場のいじめ防止対策の現状を把握するため、総務省行政評価局が全国の小中高２４９校を抽出して行った調査で、回答した１６９校のうち１８・９％の３２校で、いじめの認知漏れとみられる事例があったことが分かった。

　同級生に服を取り上げられたなど、いじめと捉えるべきケースを「一過性の嫌がらせ」と判断するなどしていた。

　２０１３年９月施行の「いじめ防止対策推進法」は、加害行為に継続性や集団性がなくても、「児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」を「いじめ」と定義した。しかし、今回の調査では、学校が、継続性がないことなどを理由に「ふざけ合い」「軽微」と判断しているケースが確認され、総務省は１６日、文部科学省に対し、いじめの正確な認知に向けた取り組みを徹底するよう勧告した。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20180316-OYT1T50068.html
・いじめ判断基準、公立校２４％が限定解釈　総務省公表（朝日新聞・3月16日）
　総務省は１６日、公立小中学校・高校の２４％で「いじめ」の判断基準が、いじめ防止対策推進法の定義よりも限定的にとらえられているとの調査結果を発表した。いじめの認知・対応の遅れにつながりかねないことから、同省は文部科学省に対し、定義を限定解釈しないことなどについて周知徹底を図るよう勧告した。
　同法は、いじめを「対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」などと定義している。総務省行政評価局が２０１６年度に全国２４９校を対象に実施した調査では、５９校（２４％）が同法の定義にない行為の継続性や集団性などを判断基準に含め、いじめを限定解釈していた。理由については「子供のトラブルですぐに解消した事案を認知すると相当の数となる」などの回答があった。
　また、「児童生徒間のトラブル」として取り扱われた１６９校３８９事案のうち、本来は「いじめ」と判断するべき事案は３２校４５事案（１２％）あった。「数人から下着を下げられ傷ついた」との相談に対し、「単発行為で継続性がない」として、いじめと判断しないケースもあったという。
　行政評価局は、いじめを背景に自殺などの重大事態に至った６６件についても、自治体の調査報告書から対応の課題を分析。３７件（５６％）で、「この程度は悪ふざけやじゃれ合いで問題なく、本人が『大丈夫』と言えばいじめではない」などいじめを限定的に解釈していた。
　１６年度のいじめ認知件数は約３２万３千件で、過去最多となっている。
https://www.asahi.com/articles/ASL3J338YL3JUTFK009.html?iref=comtop_list_edu_n03

・学校でのいじめ、7年連続3,000件超え…人権侵犯事件（リセマム／Yahooニュース・3月22日）
　学校でのいじめに関する事件数が平成29年に3,169件にのぼり、7年連続して3,000件を超え高水準で推移していることが、法務省の人権擁護機関の「人権侵犯事件」に対する取組み状況より明らかになった。
　法務省の人権擁護機関は、人権侵犯事件調査処理規程に基づき、人権を侵害されたという申告などを端緒に、その被害の救済や予防に努めている。平成29年の取組み状況は、新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数が1万9,533件（対前年比0.5％増）、処理した人権侵犯事件数が1万9,722件（対前年比0.9％増）にのぼる。

　学校でのいじめ事案は3,169件で、全事件数の16.2％を占める。前年と比べて6.0％減少したものの、7年連続して3,000件を超えており、依然として憂慮すべき高水準の状況で推移している。

　教育職員関係事案は1,284件（対前年比5.3％減）で、全事件数の6.6％を占める。このうち、体罰事案は263件（対前年比41.3％減）だった。

　子どもをめぐる人権問題は、周囲の目につきにくいところで起こっていることが多く、被害者である子ども自身も身近な人に話しにくいことから、全国50のの法務局・地方法務局に専用相談電話「子どもの人権110番」を設置。いじめや体罰、児童虐待といった子どもの人権問題をめぐる相談を専門的に受ける体制を整備している。フリーダイヤル「0120-007-110」のほか、インターネットでも相談を受け付けている。

　子どもの人権110番の利用件数は、平成29年に2万2,122件にのぼる。相談の内訳は、「いじめ」3,029件、「体罰など」2,756件、「暴行・虐待」511件、「その他」1万5,826件。利用件数は平成20年以降、10年連続して2万件を超えている。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180322-00000007-resemom-life

・中学道徳の教科書が初登場　検定通過、全てが「いじめ」扱う（日経新聞・3月27日）
　全国の中学校や高校で2019年度から使われる教科書の検定結果が27日、公表された。教科書会社が申請した68点全てが合格。中学で正式な教科となる「道徳」の教科書が初登場し、作成した８社全社が「いじめ」を取り上げた。インターネットとの関わり方や災害への備えなどを題材に、考え議論する道徳をめざす。
選挙に関する記述が盛り込まれた道徳の教科書
　合格したのは中学道徳８点と、主に高校３年生で使う国語や数学、英語などの60点。数学の一部を除いて文部科学省の教科用図書検定調査審議会の検定意見がつき、教科書会社が修正して合格した。
　道徳は現在「教科外の活動」と位置づけられ検定のない副読本を使っているが、小学校で18年度、中学では19年度から「特別の教科」となり、検定教科書が必要になる。今回合格した教科書ではソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）上でのいじめを取り上げたり、加害者でも被害者でもない第三者の立場から考えさせたりする題材が目立った。
　「Ｂ子さん性格悪いってうわさよ」「関わらない方がいいね」。学研教育みらいの教科書では、ＳＮＳ上で仲が良い同級生たちと交わした会話を紹介。「私」はＢ子さんの優しさに触れて仲良くなりたくなったが、ＳＮＳでは皆が「Ｂ子さんを無視しよう」と盛り上がっていた、という場面を設定した。
　その上で「私」だったらどう返信すべきかや、ＳＮＳの利用で気をつけることなどをグループで議論する項目を設けた。意図せぬＳＮＳ上の発言が、いじめを助長してしまった事例を載せた教科書もあった。
　このほか、ネット上で過激な投稿をして批判が集中する「炎上」を例に、ネットやスマホとの付き合い方を考えさせる題材も目立った。選挙権年齢の18歳以上への引き下げなどを踏まえた主権者教育、東日本大震災や熊本地震など自然災害も全社が取り上げた。
　高校の「コミュニケーション英語３」の教科書では、大学入試などで重視される「読む、書く、聞く、話す」の４技能習得を意識した内容が多くみられた。
　教科書検定は原則４年に１度。今回は小学校の改訂期だったが、20年度の新学習指導要領実施が迫り、使う期間が短いため申請がなかった。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO28624090X20C18A3000000/
・いじめ０件の学校は「検証を」　文科省、把握漏れ懸念（朝日新聞・3月29日）
　「いじめ０件」の学校は、子どもや保護者から検証を求めて――。文部科学省は２６日付で、各都道府県教育委員会などにこんな通知を出した。いじめはどの学校でも起こる可能性があり、「０件」は実態を正確に把握していないおそれがある、という考えからだ。
　２０１６年度の文科省の調査では、全国の小中高校や特別支援学校で計３２万件余りのいじめが確認された一方、小学校の２８・２％、中学の２２・４％、高校の４６・８％は「０件」と答えた。通知ではこうした学校が、「０件」を子どもや保護者に公表し、把握漏れがないか確認することを要求。学校ごとに把握件数の差が大きい場合は、教委が調べることも求めている。
　文科省は１６日に総務省から「いじめの正確な把握に向けた教委の取り組みが不十分」などとする勧告を受けていた。通知はこの勧告を踏まえて出した。
https://www.asahi.com/articles/ASL3X4WJ7L3XUTIL01L.html?iref=comtop_list_edu_n04
＊虐待
・＜保育＞家庭虐待、３歳で能力遅れ　就学前「社会で育てる」（毎日新聞／Yahooニュース・3月1日）
　虐待を受けたり、養育が困難な家庭で育っていたりする子どもは、保育所の段階でさまざまな能力の習得に遅れがみられる－－。大阪の保育士が１５９人の子どもの記録を分析し、こんな実態を明らかにした。家庭環境と就学前の子どもの発達の相関関係を調べた実証研究は国内では珍しい。「家庭に依存しがちな日本の就学前教育が、『社会で育てる』という方向に変わるきっかけになってほしい」と話す。

　◇大阪の保育士が発達傾向研究

　調査したのは大阪府内の公立の幼保連携型認定こども園の副園長を務める小田美奈子さん（４８）。保育士として働きながら、２０１３年度から２年間、大阪市立大大学院に通った。全国で保育所の民営化が進む中、公立が果たす役割や保育の質について学ぶためだ。

　小田さんは研究の過程で、保育所が子どもの発達を記録した「児童票」に着目。法令に基づいて保育所が作成しているもので、何歳の時点でどんなことができるようになったのかが記され、おおまかな家庭環境も分かる。

　府内５カ所の公立保育所から、１２年度に卒園した１５９人分の児童票を、個人が特定できない形で提供してもらった。これを（１）虐待や虐待疑いで関係機関の見守りリストに掲載されている１１人（２）養育に困難を抱えていて支援が必要な１７人（３）その他の１３１人－－に分類。約１７０項目の能力を点数化し、３歳６カ月▽４歳▽４歳６カ月と５歳▽５歳６カ月と６歳▽６歳６カ月と卒園時－－の五つの時点で、家庭環境と発達の相関関係を調べた。

　統計処理した結果、（１）と（２）のグループは（３）と比べて、３歳６カ月の時点で既に能力の獲得が遅れ、卒園時までその傾向が続くことが分かった。「１０まで数える」「左右が分かる」といった就学後の学力に直結する能力の獲得が遅れ、「意欲」や「自制心」「勤勉性」などの試験で測りにくい力（非認知能力）でも明らかな差があった。１５年３月に修士論文にまとめ、昨年末に行政関係者の前で発表した。

　非認知能力は、社会で成功を収める上で重要であることが、先行研究で指摘されている。小田さんは「幼少期の教育や子育てを家庭に依存していては、家庭環境にハンディのある子どもが成功を収めることは難しい。『子どもは社会が育てる』という考え方が当たり前になるよう、就学前教育のあり方を議論するきっかけになってほしい」と話す。【大久保昂】

　◇貧困の連鎖防ぐため

　鈴木正敏・兵庫教育大准教授（幼児教育学）の話　児童票というエビデンス（根拠）に基づいて幼児の発達の課題を分析した点が有意義だ。貧困が連鎖することを防ぐには、保育の質を高めると同時に、保護者のケアによって家庭環境の改善につなげていくことが重要だと示唆している。幼児教育の分野も含め、各種政策の立案や検証には、客観的なデータ分析が必要。社会的なコンセンサスの下で、今回のような研究が増えることが望ましい。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180301-00000058-mai-life

・家庭に帰せない　年末年始も変わらぬ光景（神戸新聞／Yahooニュース・3月2日）
　クリスマス直前の夜。職員がユニットの扉を肩で押し開ける。両手にはてんこ盛りの大皿。「うぉ、すげえ」。食べ盛りの男の子たちが叫ぶ。

　児童養護施設「尼崎市尼崎学園（尼学）」。ローストビーフに鶏のチューリップ揚げ、クリスマスツリー状のポテトサラダ。調理師が朝から準備した。尼学では約４０人の子どもが、６人単位のユニットで生活する。この日は年に１度のユニットパーティーだ。

　にぎりずし、ハンバーガー、ピザも並んだ。みんなで要望を話し合い、職員が買ってきた。尼学の食事はおいしい。でも献立は一律。食卓に少しだけ、わがままが追加された。

　「いただきますっ」。見る見る肉が消えていく。しばらくすると、「腹いっぱい。もう無理」。中学生がリビングに倒れ込んだ。部屋が充実感に満ちていた。

　毎年、この日あたりから、施設が徐々に静かになる。一時帰宅する子、里親の家に行く子。残るのは４分の３ほどだ。

　副園長の鈴木まやが振り返る。「２０年ほど前はほとんどの子が学園の外で過ごしてました」。虐待による入所はほとんどなく、親や親戚が迎えに来た。誰もいないため、学園を閉めた正月もあった。

　今は違う。親が子との関係を築けていなかったり、困窮のため正月も働かざるを得なかったりで、帰せないケースが増えた。頼れる親戚もない。外で過ごす子と残る子。年末年始は、複雑な気持ちが交錯する。

　元旦。柔らかな日差しがユニットに注いでいた。子どもたちはとりためたアニメを見たり、ゲームをしたり。

　「お昼やで」。職員も少なく、この日は全員、ホールで食事。子どもたちがシリアルや骨付きチキンを自分の皿に移す。おせちの残った重箱が、非日常を映し出していた。」（敬称略、子どもは仮名）
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180302-00000013-kobenext-l28
・児童虐待、初の６万人超…「心理的被害」７１％（読売新聞・3月8日）
　警察庁は８日、虐待を受けた疑いがあるとして、全国の警察が昨年１年間に児童相談所に通告した１８歳未満の子どもが過去最多の６万５４３１人（前年比２０・７％増）に上ったと発表した。

　１３年連続の増加で、初めて６万人を超えた。子どもの前で配偶者らに暴力をふるう「面前ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）」など心理的虐待が急増した。

　発表によると、児相通告の内訳は、刃物を示して脅したり、部屋に閉じこめたりする心理的虐待が４万６４３９人（２４・９％増）で、全体の７１％を占めた。心理的虐待の６割以上の３万８５人は、面前ＤＶだった。

　暴行などの身体的虐待は１万２３４３人、食事を与えないなどの「育児放棄（ネグレクト）」は６３９８人、性的虐待は２５１人。命の危険があるなどとして、警察が緊急に保護した子どもは、過去最多の３８３８人だった。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20180308-OYT1T50063.html
・児童虐待の疑い、前年比２割増　警察が通告、初の６万人（朝日新聞・3月8日）
　虐待を受けた疑いがあるとして全国の警察が昨年に児童相談所（児相）に通告した１８歳未満の子どもは６万５４３１人だった。前年より２０・７％増えた。統計がある２００４年から１３年連続で増え、初めて６万人を突破した。警察庁が８日発表した。
　通告が増えた要因について、警察庁は「児童虐待への市民の関心が高まり、警察への通報が増えたため」とみている。通報を受けた警察が子どもの命に危険があるなどとして一時的に保護したケースも年々増加しており、昨年は３８３８人と過去最多となった。
　虐待の内容でみると、子どもに暴言を吐くなどの「心理的虐待」が４万６４３９人（前年比２４・９％増）で、全体の７割を占めた。このうちの６割強に当たる３万８５人（前年比２０・３％増）が、子どもの前で配偶者らに暴力を振るう「面前ＤＶ」だった。暴行などの「身体的虐待」は１万２３４３人（同１０・６％増）、食事を与えないなどの育児放棄（ネグレクト）が６３９８人（同１３・７％増）、性的虐待が前年と同じ２５１人だった。
　事件として親などを摘発した件数も、無理心中や出産直後の殺人などを含め１１３８件（同５・３％増）でこれまでで最も多かった。事件の８割近くを身体的虐待が占めた一方、面前ＤＶなどの心理的虐待は事件化が難しく摘発数の３・９％にとどまった。
　被害者も過去最多の１１６８人（同５・４％増）。このうち５８人は無理心中などを含む虐待によって死亡した。
https://digital.asahi.com/articles/ASL3676K9L36UTIL05Z.html?_requesturl=articles%2FASL3676K9L36UTIL05Z.html&rm=235
・大阪・箕面４歳児虐待死、「死に至る危険性」共有せず危険度下げ適切対応できず…市教委が検証報告書（産経新聞／Yahooニュース・3月9日）
　大阪府箕面市で昨年１２月、４歳男児が暴行され死亡し、母親らが傷害致死罪で起訴された事件を受け、市教育委員会が行政の対応を検証した報告書が８日、まとまった。実務者による会議が５段階の児童虐待のリスク評価で最も危険度の高いレベルから２段階下げたため、その判断にひきずられ、適切な対応ができなかったと指摘。一部から「死に至る危険性もある」との意見も出たが、関係部署で情報を共有できなかった。

　報告書は、市教委の検証チームが１月初めから検討を重ね、この日、市役所で開かれた市教育委員会臨時会で了承された。

　市教委によると、母子は平成２８年８月、池田市から箕面市に転入。市教委や児童相談所などでつくる実務者会議は同９月、転居前に児相が男児と弟を一時保護したことから、最も危険度が高い「生命の危険」と判断したが、昨年５月の会議で「母親が夜間就労をやめ、子供は保育所に通い始めた。母子関係も良好」などとして評価を２段階下げて「中度」とした。

　報告書では、この変更の後、市教委が「中度」という評価にひきずられ、適切な対応ができなかったと分析。保育所が、母親が弟のおむつを変えないなど育児放棄がうかがえる状況を確認したものの、家庭訪問を増やすなどの措置をとらなかった。また定例の保育所長会で、別の保育所の所長から「死に至る危険性もある」という意見が出たのに報告がきちんと行われなかったため、関係部署で共有できず、事件直前の昨年１２月９日には、弟の顔にあざを発見したものの府警や児相に連絡しなかった。

　こうした経緯をふまえたうえで、報告書は「生命の危険に至るリスクを適切に把握し、その都度、児相と協議を重ねることが必要だった」と結論づけた。

　藤迫稔教育長は記者会見で「幼い子供の命を守ることができなかったことは本当に申し訳なく、悔恨の念に駆られる。私たちにできることは、今後二度とこのようなことが起こらないよう未然防止策を講じることだ」と説明した。

　事件は、今回の市教委の報告書とは別に今後、児童虐待防止法などに基づき、府の専門部会で再び検証される。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180309-00000520-san-soci
・これって虐待？　しつけと虐待はまったく別のもの（ベネッセ教育情報サイト／Yahooニュース・３月９日）
子どもの虐待に関するニュースを見聞きすることが多いですが、加害者から「しつけの一環だった」という声が聞かれることがあります。しかし、本来、しつけと虐待はまったく違うものなのです。
子どもの虐待事情に詳しい山梨県立大学教授の西澤哲先生にしつけと虐待の違い、そして子どもの虐待についてお話を伺いました。
しつけは「セルフコントロール力」を身に付けさせるもの
「しつけと虐待の境界線とは？」と聞かれることがあるのですが、両者はまったく別のものです。しつけとは、子どもにセルフコントロール力（自己調整力）を身に付けさせるために保護者が行うものです。たとえば、生まれたばかりの赤ちゃんには、まだセルフコントロール力が備わっていないため、おなかが空いたり、眠れなかったりするなど「不快」な状態になると、保護者に泣いて知らせます。そこで、保護者がミルクをあげたり、あやしてあげたりすることで、赤ちゃんが「快」な状態になるように手助けしていくことが、しつけです。3歳位になると嫌なことや気に入らないことがあっても、保護者が言葉で説明すれば、だんだんと自分で気持ちを落ち着かせるなどのセルフコントロールができるようになっていきます。
虐待とは、子どもより保護者の欲求を優先する乱用的な関わり
一方、「虐待」という言葉は、本来は「濫（らん）用・乱用」を意味するabuseの訳語です。つまり、保護者が、子どもの存在あるいは、子どもとの関係を「利用」して、保護者の抱える心理・精神的問題を緩和・軽減することを意味しています。たとえば、「言っても聞かない時には、たたいてでも言うことを聞かせるのが親の務め」といって体罰をふるう保護者がいますが、実は、子どものためではなく、自分自身のために子どもをたたいている保護者が大半だと思います。たたいてでも子どもに言うことを聞かせることで、「自分は親として適切にやれているんだ」という安心感や有能感を得ているわけです。このような、子どもの存在や子どもとの関係を利用(乱用)して保護者が何かを得ている状態を、我が国では「虐待」と呼んでいます。

日本の児童虐待防止法では、子どもの虐待を下記の4つに大別しています。


（1）身体的虐待
子どもの身体に外傷を引き起こすように、保護者が意図的な暴力をふるう。殴る、蹴る、子どもを壁や床に投げつけるなどさまざま。

（2）ネグレクト
子どもの心身の健康な成長・発達にとって必要な身体的ケアや情緒的ケアを保護者が提供しないことを言う。

（3）性的虐待
子どもが親元や家族から逃げられないという状況を「利用」して、性的な行為を行い、子どもを完全に支配しようとする行為。

（4）心理的虐待
子どもの心に、いわゆるトラウマなどといった深刻なダメージを与えるような保護者の言動で、上記3つの虐待には分類されないものを言う。たとえば、「お前は欲しくて産んだ子じゃない」「お前さえいなければ、私はもっと幸せに生きていける」といった、子どもの存在価値を否定するような保護者の言動が挙げられる。
しつけと虐待は正反対のもの
子どもが言うことを聞かない時は、つい「厳しく叱る」「たたく」といった行為をしてしまうことがあるかもしれません。それは子どものためではなく、保護者が子どもを簡単に支配するためにしているだけなのです。いったんは、子どもの行動をコントロールできるかもしれません。しかし、恐怖を与えているだけにすぎず、保護者からの強制、つまり他律性でしか動いていないのです。これでは自分で考えて動けるような子どもには育ちません。最初はちょっと怒鳴られただけで怖かったのに、それが続くと、恐怖に慣れてしまい、だんだん怖くなくなります。次は、たたかれても、痛くなくなります。子どもに痛みや苦痛への慣れが生じていくため、同じ効果を得るためには、保護者は罰の頻度と強度を増やさなければならなくなります。そのことを考えると、本来めざす「しつけ」とは、逆の結果になっていると言えます。体罰は、本来のしつけの目的とは正反対のものであることをはっきり言いたいと思います。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180309-00010002-benesseks-life&p=2

＊障がい
・遺伝・いじめ…7割の障がい者が感じる出産・子育てへの不安とは（オルタナ／Yahooニュース・3月19日）
「遺伝するかもしれないから」「私の障がいが理由でいじめを受けるのではないか」「親としての威厳が保てない」――。このたび、身体・精神・知的障がいがある当事者306人に出産・子育てに関するアンケートが実施された。子どもがいない人の約半数が出産を願う一方で、約7割が出産や子育てにおいて「障がいがハードルになる」と回答している。当事者が抱える本音とは。（オルタナS編集長＝池田 真隆）
この調査を行ったのは、障がい者の就労支援などのソーシャルビジネスを展開するゼネラルパートナーズ（東京・中央）の調査・研究機関「障がい者総合研究所」。回答者の71%は子どもがおらず、そのうちの44％が子どもを授かりたいと回答している。
このように、出産を願う人の割合は半数に迫るが、一方で65％が出産において「障がいがハードルになる」と考えているようだ。その理由を見ると、遺伝や薬の影響、身体特性を心配する声が多い。

・遺伝性の病気による障がいのため、子どもにも病気が遺伝する可能性ある(男性/視覚障がい)
・薬の副作用で胎児に何かしら後遺症が残らないかが心配(女性/統合失調症)
・出産まで自分の足で体重を支えられない(女性/上下肢機能障がい)
また、出産だけでなく、子育てに関しても70%が「障がいがハードルになる」と回答している。特に、親が障がい者であることを子どもに理解してもらうことの難しさや、自身の障がいが原因で子どもがいじめられてしまうことへの不安が多く見られた。

・授業参観や集まりなどで我が子が他の子どもたちの親と接し、「自分の親はできないのに他の親はできること」「外見が自分の親は変わっていること」などに精神的ショックがありそう。いじめの原因にもなりかねない(男性/体幹機能障がい)
・子どもが学校に行く年齢になった場合、自分の親が周りとは違うということで落ち込んでしまった際の受け皿がない(女性/下肢機能障がい)
・周りの子どもたちのお父さん方は、ほとんどがフルタイムで働いている中、自分だけがアルバイトしかできないという境遇をどう子どもに分かってもらうか(男性/神経症・不安障がい)

また、今回の調査では、実際に子どもがいる人に対し、出産・子育てを経験した前後で、障がいによるハードルへの印象が変わったかを聞いている。その結果、「想像していた通りだった」という回答が4割と最も多く、「想像していたよりもハードルは低いと感じた」という回答も3割あった。

これら「想像していた通りだった」と答えた人からは、「事前学習のおかげ」(女性/心臓機能障がい)や「パートナーや両親の協力」(女性/聴覚障がい)が理由として挙げられている。

また、「想像していたよりもハードルが低いと感じた」と答えた人からも、「夫婦がお互いにできることをコツコツ行うことで不安が解消された」(男性/下肢機能障がい)という声が聞かれた。

このほか、「子どものためなら何でもできると思い、覚悟で子育てするから乗り越えられる」(男性/下肢機能障がい)、「工夫次第で思っていた以上にできることがあった」(男性/視覚障がい)などの声が挙がっている。
今回の調査結果について、障がい者総合研究所の中山伸大所長は、「障がいによるハードルの印象が想像よりも低いと感じた人については、パートナーや周囲のサポートを得ているケースが多いようです。このことから、周囲の理解や支援により、障がい者の子育ての負担を軽減していくことが求められます」と話した。

■ゼネラルパートナーズ社が行った障がい者の出産・子育てに関する調査の結果はこちら：http://www.gp-sri.jp/report/detail036.html
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20180319-00010000-alterna-soci

・障害児らの療育支援「放課後等デイサービス」甘い基準…異業種続々、ずさん運営も（読売新聞／ヨミドク・3月26日）
　障害児らの生活能力の向上のため、国などが利用料を負担する「放課後等デイサービス」（放デイ）に参入する事業者が各地で急増し、２０１２年の制度開始以来、昨年、初めて１万か所を超えた。発達障害児を中心に利用者も１７万人に達したが、ずさんな運営や暴力で事業停止などの行政処分を受ける例が相次いでいる。
暴力・暴言
　「体にあざがある」
　堺市の事業所に子どもを預ける保護者から昨年、市に相談が寄せられた。調査の結果、男性職員が日常的に子どもに暴言を浴びせたり、腹をつねったりしていたことが発覚した。
　民家で発達障害がある小学生ら約１０人を預かっていたが、この職員は保育や福祉の経験も知識も全くなかった。「おとなしくさせようと思ってやっていた」。市の調査に対し、職員はそう話し、悪びれる様子もなかったという。
　放デイは、「児童発達支援管理責任者」を常勤で置き、障害に応じた支援計画を立てて訓練などを行わなければならない。しかし、この事業所の管理責任者は、代表者が別に経営する訪問介護の仕事と兼務しており、支援計画も作っていなかった。
　代表者は「そんな規則は知らなかった」と説明。市は、事業所の指定を取り消し、支給した約４０００万円の返還を求めた。
　過去に指定取り消しなどの処分を受けたのは大阪府内で１２件、兵庫県内で７件。愛知県でも１０件に上り、昨年末は、県内の会社が職員配置を巡る不正で約２億円の返還を求められた。東京や横浜市などで事業所を展開する会社も昨年、事業の一部停止を命じられた。
　厚生労働省によると、暴力や暴言など「虐待」と判断された事案も１２年以来、自治体が把握しただけで１２３件に上った。
ビジネスチャンス
　問題の背景にあるのは、事業者が得る利益の多さと、運営基準の甘さだ。
　１回の利用料は、送迎付きで８０００円程度。厚労省によると、他の障害者福祉事業の平均的な利益率は６％なのに対し、放デイは１１％。さらに利用料は９割が公費負担で、安定的に利用者が見込める。
　職員に障害者や児童の支援経験は必要なく、福祉とは無縁の営利業者が多数参入。コンサルティング会社が「新たなビジネスチャンス」などとうたい、開業支援するケースも多い。
　処分を受けた大阪市の業者の登記簿には兼業する事業として、チケット販売、昆虫飼育、アスベスト除去工事などが２１５種類も記載されていた。
要件厳格化
　こうした状況を受け、厚労省は、職員配置の要件を厳格化。管理責任者には、障害者か児童の支援経験が３年以上必要とし、児童らに接する指導員にも資格や経験が要件に加えられた。昨年４月から新規の業者に義務づけ、それ以前に指定を受けた業者には今年４月から適用される。
　　　　　　　　　　◇
【放課後等デイサービス】児童福祉法に基づく制度で６～１８歳が対象。２０１２年の２５４０事業所から、１７年４月現在で１万６１３事業所になり、利用者も当初の約５万人から大幅に増えた。身体、知的障害児もいるが、多くは発達障害児とみられる。保護者が自治体に申請し、必要と判断されれば利用できる。
保護者「施設の見極め困難」
　一方、多くの保護者は「放デイはなくてはならない居場所」と口をそろえる。
　発達障害児の場合、放課後は学童保育や習い事なども、他の児童とのトラブルの可能性を理由に暗に断られることがあり、制度開始前は受け入れてくれる場所がほとんどなかった。
　大阪府内の女性（４５）は３年前から、長男（９）が放デイを利用。しかし、職員が子どもをどなりつけたり、ゲームをさせたりするだけの事業所もあり、預け先を転々とせざるを得ないという。多くは優良な事業所だとみられるが、事業所が職員の資格の有無などを保護者に開示する義務はない。女性は「親が良い施設を見極めるのは難しい」と話す。
https://yomidr.yomiuri.co.jp/article/20180326-OYTET50020/?catname=news-kaisetsu_news 
＊DV
「怖くて結婚できない」DV加害者に情報、制度の“盲点”　子の戸籍謄本の閲覧可能　SNS普及で高まる危険性（西日本新聞・3月4日）
　「加害者に結婚相手の情報が知られてしまう…。これって制度の欠陥じゃないですか」。ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）の被害に遭ったという３０代の女性から特命取材班に連絡があった。ＤＶを巡る悲惨な事件が後を絶たない中、個人情報を加害者に知られることへの不安は根強い。背景を調べると、制度の「盲点」が浮かんできた。
　交際していた男性から日常的に暴力を受け、「逃げたら家族を殺す」と脅されていたという女性。男性が別の事件を起こして逮捕されたことで避難できたが、既に男性の子を妊娠していた。養育費への不安などから胎児認知を求め、出産後は自身の戸籍に入れた。
　それから数年。新しいパートナーと出会い、新たに子どもをもうけた。結婚しようと思っていたが…。
　女性は役所で取得した自身の戸籍の全部事項証明書を記者に示した。自身の本籍地や両親の名前のほか、加害者との間に生まれた子ども、現在のパートナーとの子どもの出生日や出生地が記載されている。パートナーと入籍すれば、さらに「配偶者の氏名」や婚姻届を受理した自治体名などが記載されることになる。
　「これと同じ物を加害者も取得できると役所で言われて…。怖くて結婚できない」。「父親」を知られることを恐れ、パートナーに子どもを認知してもらうこともできないという。
　　　　　　■
　ＤＶや虐待被害者への支援措置として、行政は住民基本台帳法などに基づき、現住所が分かる住民票などの閲覧や交付に制限をかけている。もっとも、現住所が記載されない戸籍謄本は対象外。戸籍法では、直系の血のつながりがある者は理由なく請求できるため、加害者であってもわが子の戸籍謄本を簡単に取得できる。母親と子どもが同一戸籍にある場合、避難後の婚姻の情報なども知ることができるというわけだ。
　「住所が分かるわけではないので身の危険はないはず」と法務省の担当者。確かに、どこにでも定めることができる本籍地から居場所を特定するのは難しいが、配偶者の名前や、その間に生まれた子どもの情報があればどうだろうか。
　加害者になったつもりで女性のパートナーの名前をインターネットで検索してみた。すると、顔写真や職歴、出身地、現住所が類推される情報を簡単に得ることができた。
　こうした懸念は、２００８年の戸籍法改正を巡る議論でも指摘された。ＤＶ被害を想定し、戸籍謄本を理由なく請求できる対象を「本人」に限るべきだという意見もあったが、親や子、配偶者などは「理由なく取れるというのが社会通念上、日本社会のあり方として適当」という声が多く、採用されなかった。
　それから１０年。ネットや会員制交流サイト（ＳＮＳ）の急速な普及で、戸籍に記載された情報から居場所が特定される危険性は高まっているといえる。
　戸籍法には、血のつながりがある者からの請求でも「不当な目的が明らか」である場合、行政側は拒否できるという規定もある。ただ、ある役所の担当者は「『子どもの戸籍から元妻の居場所を探りたい』とでも言われなければ、拒否は難しい」と打ち明ける。
　立命館大の二宮周平教授（家族法）は「ＤＶの支援措置がかかっているケースで加害者が子どもの戸籍謄本を請求した場合、相続など正当な理由が証明できないときは窓口で拒むように、法務省が通達を出すべきだ」と指摘する。
https://www.nishinippon.co.jp/nnp/anatoku/article/398659/

＊子どもの貧困
・「塾通わず」75％が経済苦（日経新聞・2月24日）
　公益社団法人チャンス・フォー・チルドレンと三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングの「被災地・子ども教育白書2015」によると、東日本大震災で被災し塾や習い事に通っていない中高生の保護者に理由を複数回答で聞いたところ、75％が「経済的に余裕がない」を挙げた。内閣府の全国調査（38.8％）のほぼ２倍だ。
　親の所得格差と教育格差の関係に詳しい慶応大の中室牧子准教授（教育経済学）は「学校の教員や塾講師で被災した人も多い中で、教育支援を続けてきた団体は大きな役割を果たしてきた」と評価する。そのうえで「各団体が培ってきた活動内容やノウハウを共有することで、継続的な支援が可能になるのではないか」と指摘している。
https://www.nikkei.com/article/DGKKZO13313440U7A220C1NZBP00/

・「貧困による教育格差は幼少期から」日本初のデータでわかった学力・生活習慣格差（ダイヤモンドオンライン／Yahooニュース・3月14日）
●　驚くほど深刻化する子どもの貧困」 日本は先進国35ヵ中8番目

　日本では、社会の格差や貧困層の拡大が深刻化している。

　日本の相対的貧困率は先進国35ヵ国中8番目の15.6％（2015年）と高い水準にある。相対的貧困とは、必要最低限の衣食住は確保できるものの、その地域や社会において「普通」とされる平均的な生活を享受することができない状態のことである。世界第3位の経済大国である日本において意外に思えるかもしれないが、日本の格差の一面を端的に示している。

　そんななか、足もとでとりわけ問題視されているのが「子どもの貧困」である。厚労省の国民生活基礎調査によると、2015年の子どもの相対的貧困率は13.9％であり、子どものうち7人に1人は相対的貧困状態にある。この数値は景気回復によって直近でやや改善したものの、1985年以降断続的な増加トレンドにある。しかし貧困状態にある子どもがどのような状況に置かれているのかは、データの不足もあり十分に調査されてこなかった。

　貧困状態に置かれていると、家庭の経済状態に子どもの状況が大きく左右される可能性がある。経済的な制約によって高等教育機関への進学や通塾が難しくなってしまったり、家庭環境の悪化によって生活習慣や自己肯定感等に悪影響を与えてしまったりする可能性がある。子どもの貧困は当事者だけの問題ではなく、それを放置すると将来的に40兆円以上の所得が減少し、社会的な損失をもたらしてしまう可能性を筆者は指摘してきた（詳細は、『子供の貧困が日本を滅ぼす』（文春新書）参照）。

　折しも政府は、新たな経済政策の理念として「人づくり革命」を掲げている。後述する通り、そこでは子どもの教育の在り方の見直しも重点戦略の1つとされているが、そのためには、経済格差が子どもにどのような影響を及ぼし得るのかを把握しておくことが不可欠である。

　本稿では、家庭の経済格差と子どもの教育格差に関する日本初のデータを用いた分析結果の興味深いポイントを紹介しながら、子どもの格差解消を目指すために必要だと考えられる方向性を議論したい。
なお今回の分析は、日本財団から委託を受けてとりまとめた「家庭の経済格差と子どもの認知能力・非認知能力格差の関係分析－2.5万人のビッグデータから見えてきたもの－」をもとにしており、詳細にご関心のある方はぜひそちらもご覧いただきたい。

●　日本初のシステムを使った 「子どもと学力」追跡調査でわかったこと

　今回の分析では、大阪府箕面市が構築した「子ども成長見守りシステム」のデータを用いた。これは、教育や福祉などの施策分野をまたいで子どもに関する情報が統合されたパネルデータ（子ども一人ひとりを追跡可能なデータ）になっている。

　これは日本初のシステムであり、多くの優れた特徴を有している。

　第一に、生活保護や就学援助といった経済状況と子どものアウトカム（学力や生活習慣など）の関係性を分析できることや、行政施策効果の測定などに利用することができることである。多くの自治体では、データの利用・共有が部局内に限定されている場合も多いが、本システムは教育と福祉などの部門の壁を乗り越え、連携されたものになっている。

　第二に、対象者のカバレッジが広いことも特徴の1つである。箕面市に居住するすべての子どもが対象となっているため、カバーしている年齢・対象の幅が広い（注1）
。　第3に、学校や行政が保有するデータ（ストック）を最大限活用して整備されたシステムであるため、調査のための追加的な費用を要していない。一般に、パネルデータを整備するためには、調査費用を継続的に確保していくと共に、一人ひとりの個人を追跡調査していかなければならない。同システムは、学校・行政が保有するデータを活用することによって、これらの壁を乗り越えている。

　（注1）正確には、「子ども成長見守りシステム」は生活困窮者の子どものみを対象とものだが、そのもとになっている学力調査等の情報はすべての子どもが対象になっている。
それでは、箕面市子ども成長見守りシステムの分析から明らかになった「3つの発見」を紹介していきたい。

●　【発見1】 貧困世帯の子どもの学力は10歳頃から低下し、 その後固定化してしまう

　発見1は、経済的に困窮している世帯の子どもの学力は、そうでない世帯（注2）
の子どもと比較して10歳頃から急激に差が開くことである。図表1は、生活保護世帯の子どもと経済的に困窮していない世帯の子どもについて、国語の偏差値（注3） 
の推移を見たものである。　7～9歳の時点においても、生活保護世帯の子どもの偏差値は経済的に困窮していない世帯の子どもよりも低くなっているが、その差は統計的に有意ではない（差が誤差である可能性を否定できない）。

　しかし、10歳になると偏差値の格差が拡大し、統計的に有意な差が生まれてくる。その差は年齢が上がっても縮小せず、維持されてしまう傾向がある。

　生活保護世帯と経済的に困窮していない世帯では、年齢が上がるにつれて偏差値の平均値に差が生まれてくるだけでなく、固定化していく傾向も見えてくる。図表2は、7～9歳および13～14歳について偏差値の分布を描いたものである。黒い線が経済的に困窮していない世帯の偏差値分布であり、赤い線が生活保護世帯の分布である。

　（注2）生活保護、就学援助、児童扶養手当、子ども医療費助成の非課税世帯、のいずれにも該当しない世帯を「経済的に困窮していない世帯」と定義している。
（注3）図表中の「経済状況別の偏差値の平均値」とは、経済的に困窮していない世帯と生活保護世帯の子どもの国語の偏差値の平均値である。東京書籍の「標準学力調査」を用いており、箕面市以外も偏差値集計の対象となるため箕面市の偏差値の平均は50にならない場合がある。
　いずれの年齢について見ても生活保護世帯の方が偏差値は平均的に低いが、7～9歳では経済的に困窮していない世帯とかなり重なりがあることが分かる。例えば、偏差値の平均値はいずれのグループでも50前後であり、かつ偏差値が60を超えるような子どもの割合は両グループでほとんど差はない。つまり小学校低学年の頃は、生活保護世帯であっても高い学力を獲得することは難しくないのである。

　一方、13～14歳になると、両グループの分布がかなり分かれてしまうことがわかる。経済的に困窮していない世帯の場合、偏差値の分布が右に移動している。一方で生活保護世帯の場合、偏差値の分布が左に移動する共に、分散（散らばり）が小さくなり、学力の低い部分で固定化してしまっていることがわかる。

　一定の仮定を置いて、経済状況・年齢別に偏差値が65以上の子どもの割合を算出してみると、7～9歳の子どもの場合、経済的に困窮してない世帯の子どもであっても生活保護世帯の子どもであっても、偏差値が65以上の子どもは5％程度である。しかし13～14歳になると、経済的に困窮していない子どものうち10％程度が偏差値65以上になるのに対して、生活保護世帯の子どもでは3％程度に低下してしまう。

　つまり、小学校低学年までであれば、家庭の経済状況が厳しい子どもであっても高い学力を獲得できる割合は低くないが、年齢が上がるにつれて経済状況が足かせとなって、高い学力を獲得できる確率がどんどん低下していくことになる。

●　【発見2】 学力の基礎となる基本的な生活習慣は 小学校入学当初から差が大きい

　学力は10歳頃から大きな差が生まれてくることが分かったが、小学校入学当初から既に差が生じている要素がある。それは基本的な生活習慣である。図表3は生活保護世帯とそれ以外の世帯について、「勉強、スポーツ、習い事、趣味などで頑張っていることがあるか」 （注4）
という質問と、「朝ごはんを、毎日食べているか」（注5） 
という質問について、学年別に集計したものである。　（注4）東京書籍の総合質問紙調査「i-check」を用いており、自己肯定感やソーシャルスキル等の非認知能力として挙げられることの多い能力のほか、生活習慣やいじめのサインなど、幅広く子どもの生活の実態を把握することができる。
（注5）脚注4と同様。
小学校1・2年生について見ると、「勉強、スポーツ、習い事、趣味などで頑張っていることがある」と回答した子どもの割合は、生活保護非受給世帯では92％であるのに対して、生活保護世帯では73％となっており、20pt近い開きがある。「朝ごはんを、毎日食べている」という回答についても、生活保護非受給世帯では97％であるのに対して、生活保護世帯では78％となっており、こちらも20pt近い開きがある。

　つまり、学力には表れてきていないものの、こうした基本的な生活習慣については、小学校入学当初の段階からすでに大きな差が生まれてきてしまっているのである。

●　【発見3】 基本的な生活習慣が 良いと学力も上昇しやすい

　それでは貧困世帯で学力の低い子どもが、学力を向上させるためにはどういった要素が必要になるのだろうか。ここでの分析は因果関係を示したものではなく、あくまでも相関関係を示したものに過ぎないが、ひとつの分析結果をご紹介したい。
　図表4は、貧困状態でかつ偏差値が45以下だった子どもが、翌年に偏差値が45超になる確率を示したものである。その確率は平均的には23.5％である。つまり貧困状態で偏差値が45以下だと、翌年に45超になれるのは4人に1人程度に過ぎないことになる。

　しかし、そうした子どもであっても、生活習慣や思いを伝える力（「自分の意見を積極的に発言するか」や「友達に元気がない時に声をかけるか」などから測定した指標）が平均以上に高い場合は、翌年に偏差値が45超になれる確率が35.8％（＝23.5％＋5.9％＋6.4％）上昇するのである。つまり、貧困状態で偏差値が45以下であっても、生活習慣や思いを伝える力を身に付ける機会をつくれれば、3人に1人程度は偏差値45超になれる可能性がある。
●　分析結果からわかった 「今、必要なこと」

　以上、大阪府箕面市が構築した「子ども成長見守りシステム」のデータを用いた分析結果を紹介してきた。そこから読みとれる、子どもたちにとって「今、必要なこと」とは何だろうか。

　第一に、早期支援の重要性である。学力の推移で見たように、貧困世帯の子どもの学力は経済的に困窮していない世帯と比較して10歳頃から急速に低下し、その後は低い水準で固定化されてしまう。このことから、学力が固定化されてしまう前の段階からの早期支援の重要性が示唆される。

　第二に、生活習慣等の改善を支援していくことの重要性である。基本的な生活習慣については、小学校入学当初の段階から貧困世帯と非貧困世帯で大きな差が生まれていると共に、生活習慣が良い子どもは貧困状態であっても学力を上昇させられる確率が高い。つまり、基本的な生活習慣などは低年齢児から格差が生じているが、それらを支援できれば貧困世帯の子どもであっても学力を高められる可能性が非常に高い。
2017年12月に政府が発表した「新しい経済政策パッケージ」の中で、「人づくり革命」が「生産性革命」と並ぶ基本方針として強く打ち出されたが、子どもたちに対する支援策として、国として求められることは何だろうか。

　第一に、学力や生活習慣等のリスクが高いのは貧困層であり、そうした世帯に対して支援を重点化していく必要性があるだろう。例えば、教育の無償化の議論で幼児教育分野における施策の特徴の1つは、3歳から5歳までの子どもについては親の所得に関わらず全ての子どもを無償化の対象としている点である。現行の制度では親の所得に応じた負担となっているため、この点において制度改定の追加的な便益は高所得者ほど大きいと言える。

　第二に、現在の政策論議の焦点は、幼児教育や高等教育の無償化に置かれているが、教育プログラムの中身についても検討が不可欠である。本稿の分析結果から、生活習慣や、いわゆる「非認知能力」と呼ばれる要素の重要性が浮き上がってきているが、早期の段階からそうしたものに対する支援が重要になるだろう。

●　様々な地域での「子どもの貧困」 実態把握・効果検証が急務に

　東京大学の山口慎太郎准教授ら研究 では、保育園利用によって子どもの問題行動が減少するだけでなく、母親の子育てストレスや幸福感なども改善することを明らかにしている。そしてその効果は、恵まれない家庭ほど大きいとしている。つまり日本においても、貧困世帯などを中心とした支援策は、大きな効果を持ちうる可能性が高いのである。

　そして最後に重要なのが、可能な限り客観的なデータを用いながら、子どもが置かれた状況を把握しながら、施策の有効性を絶え間なく検証していくことである。今回こうした分析が出来たのは、箕面市が子どものデータを統合し、質の高いデータベースを構築したことによる。データの統合によって子どもの状況を客観的に把握することが可能になるだけでなく、将来的には政策効果の検証にも活用することができる。今後は様々な地域でそうした実態把握・効果検証のインフラを整えていくことが重要である。

　Yamaguchi, Shintaro and Asai, Yukiko and Kambayashi, Ryo (2017) “How Does Early Childcare Enrollment Affect Children, Parents, and Their Interactions?” https://ssrn.com/abstract=2932875

　（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 経済政策部 主任研究員　小林庸平、組織人事戦略部 コンサルタント　名取 淳）
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20180314-00163287-diamond-bus_all

＊性暴力
・児童への性的虐待に関する画像や動画、被害の3分の1は男児（Yahooニュース・3月7日）
【AFP＝時事】オンライン上で摘発された児童への性的虐待に関する画像や動画のうち、約3分の1が男児への虐待であったことが、6日に発表された国際刑事警察機構（インターポール、Interpol、ICPO）などの最新の調査結果によって明らかになった。また、男児の被害は女児よりも虐待が深刻な傾向があったという。

　調査は100万以上に及ぶ画像や映像を基に、インターポールと児童への性的虐待根絶を目指すタイ・バンコク拠点の国際団体「エクパット（ECPAT）」が実施した。

　ブリュッセルで開かれた記者会見で明らかになった調査結果によると、被害に遭った児童のうち64.8％が女児で、31.1％が男児だった。また男女両方が写っていたのは全体の4.1％で、性別にかかわらず年齢の低い児童の方が「虐待が深刻である傾向が強かった」という。被害者の中には歩き始めの幼児もいたという。

　性的虐待の被害に遭う頻度は女児や年齢の高い子どもの方が男児や幼児よりもずっと高いとみられていたことから、インターポールとエクパットは調査結果が貴重なもので、更なる調査が必要だと指摘している。

　調査では被害について裸、性的なポーズ、明確な性的行為、暴力、サディズムや獣姦（じゅうかん）といった甚大な暴力に分類。摘発された画像はインターポールがおよそ10年前に設置した国際児童性的搾取（International Child Sexual Exploitation、ICSE）データベースに保管される。

　同データベースではこれまでに1万2000人の被害者の身元が特定されているが、現在は半数以下の国としか接続されていないため、多くの被害者の身元が分からないままとなっている。アフリカ諸国で接続されている国は皆無で、アジアでも少数の国のみだという。

　データベースの高性能ソフトウエアによる画像や動画の分析により、被害者のみならず虐待の加害者、データベースとつながった国であれば場所も特定することが可能だが、これまで特定に至ったのは約47％にとどまるという。【翻訳編集】 AFPBB News
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180307-00000028-jij_afp-int
・性的な撮影強要された女性　「誰にも相談せず」４割（日経新聞・3月25日）
　性的行為などの撮影を強要されたことがある女性のうち、誰にも相談しなかった人が４割に上ることが25日までに、内閣府の調査で分かった。捜査機関に相談した人はわずかで、他人に相談しづらい被害者の心理が浮き彫りになった。内閣府は「公的な相談機関の24時間化など、間口を広げたい」としている。
　調査は2018年１～２月、全国の15～39歳の女性（中学生を除く）を対象にインターネットで実施。約３万1700人のうち、モデルやアイドルにならないかと勧誘された経験、もしくは自分から応募した経験などがある2461人を抽出した。
　そのうち、同意していない性的な行為の撮影や、露出の多い衣装での撮影を強要された経験があるのは277人（11.3％）で、実際に撮影に応じたのは129人と約半数に上った。
　撮影を強要されたことに関する相談の有無を尋ねたところ、誰にも相談していない人が41.9％に上った。理由（複数回答）は「自分の責任だから」が47.4％と最多で、「恥ずかしい」（30.2％）、「家族や友人に迷惑をかけたり、悲しませたりしたくない」（26.7％）と続いた。
　相談した場合、相手（複数回答）は「友人、知人」が27.4％、「家族や親戚」が20.2％。警察に相談したのは5.1％だった。〔共同〕
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO28558100V20C18A3CR8000/

・日本の性的同意年齢は13歳　「淫行条例があるからいい」ではない理由
小川たまか（ライター）
　3月初旬、フランスで性行為の同意年齢を15歳に設定すると決まり、日本でも比較的大きく報じられた。一方、日本の刑法では「性的同意年齢」は13歳。これは明治時代に設定された年齢だ。国連は2008年に日本に対し、性的同意年齢の引き上げを勧告する所見を採択。性暴力の被害当事者団体や支援団体も引き上げを求めているが、昨年の性犯罪刑法改正で、引き上げは見送られた。
　性的同意年齢の引き上げを求める声に対して、児童福祉法や各自治体の淫行条例で18歳未満との性行為が処罰対象であるため、実質的には18歳未満との性行為は禁じられているという意見もある。なぜ、性的同意年齢の引き上げを求める声があるのだろうか。
■仏・11歳と性行為を行った30歳男性が「無罪」に
　フランスではこれまで性行為の同意年齢について規定がなく、報道によれば、昨年11月に11歳の少女を強姦した罪に問われた30歳の男性が強姦罪には問われず、未成年に対する性的虐待のみでの処罰となったことをきっかけに、いわゆる「性的同意年齢」の設定を求める声が上がったという。
【参考：同意年齢設定の記事】
フランス、性行為の同意年齢を１５歳に設定へ（CNN.co.jp／2018年3月6日）
フランス、性行為の同意年齢を15歳に 15歳未満相手は強姦扱い（BBC／2018年3月7日）
【参考：事件について昨年の記事】
11歳少女と性交の28歳男を起訴、「合意」の有無めぐり物議 仏（AFP BBニュース／2017年9月28日）
　性的同意年齢とは、性行為の同意能力があるとみなされる年齢の下限のこと。つまり、性行為がどのような行為かを理解し、自分が性行為をしたいかしたくないかを判断できる年齢とされる。
　性的同意年齢に達しない児童と性行為を行った場合は、全て罪に問われる。性的同意年齢に達している場合は、強要があったかどうかが分かれ目となる。強要の定義は国によって異なり、日本の場合は「暴行・脅迫」があったかどうか、フランスでは日本より定義が広く、暴力や脅迫のほか、「束縛」や「不意打ち」によって性行為を行った場合も罪に問われる。
　上述した、フランスで性的同意年齢設定のきっかけとなった事件の場合、捜査当局は「男と少女の間に同意がなかったと判断する証拠は不十分」と述べ、児童保護団体が「未成年のレイプ被害者に（性行為の）同意があったか、なかったかを問うなど決してあってはならない」と声明を出していた。
※フランスの性的同意年齢や性犯罪刑法の詳細については別記事を予定。
　
■日本・13歳に課せられる「抵抗の証明」
　日本でも年齢こそ違うが、類似した裁判例がある。
（大阪地方裁判所 平成20年6月27日判決）
本件は、成人の被告人が出会って2日目の14歳の少女を姦淫した事件である。裁判所は、少女が被告人による姦淫行為に対して、「やめて」と言って被告人の肩や腕を手で押さえたり、両足に力を入れて閉じたりしており、被害少女が性交に同意していなかったことを認めながらも、暴行の程度は反抗を著しく困難にする程度のものとは認められないとし、また、被告人に被害少女が受け入れていたとの誤信もありえたとして、無罪とした。
出典:「性暴力と刑事司法」
　日本の性的同意年齢は13歳であるため、13歳以上の場合、被害者が「暴行・脅迫があったこと」や「どの程度抵抗したか」を説明しなければならない。被害者にとって、この立証のハードルが非常に高いと指摘されている。
『性暴力と刑事司法』（2014年）
■「淫行条例があるからいい」は加害者目線では
　一方、淫行条例（もしくは児童福祉法）で裁かれるのは、「18歳未満との性行為」だ。加害側にしてみれば、刑法の強制性交等罪（旧・強姦罪）であっても淫行条例違反であっても「性行為が裁かれる」ことに変わりはないかもしれないが、被害者にとってはそうではない。
　上述したケースの場合、恐らく「成人の被告人」は淫行条例違反では罪に問われている。しかしそれは、「18歳未満との性行為」が裁かれただけであり、「強姦」ではない。被害者にとって「暴行・脅迫」を証明できなかった場合は淫行条例違反でしか裁かれないことになり、その場合、自分が「同意の性交をした」ことになってしまう。
　また、淫行条例違反の罰則は、ほとんどの都道府県が「2年以下の懲役または100万円以下の罰金」もしくは「1年以下の懲役または50万円以下の罰金」と規定している。強制性交等罪（懲役5年以上）と比べるともちろん軽く、被害者視点からしてみれば、「性的同意年齢が13歳であっても、淫行条例違反があるからいい」とは言い難いだろう。
　繰り返しになるが問題は、13歳になると、被害者は成人の場合と同様に「暴行・脅迫があったか」「どの程度抵抗したのか」を説明する責任を持たされる点だ。12歳と13歳では、性被害に遭ったときの法的な扱われ方が違う。子どものいる多くの家庭で、この事実は知られているのだろうか。
■「暴行・脅迫の認定が問題の原因」
　性的同意年齢引き上げの議論は、「暴行・脅迫要件」と切り離せない問題だ。
　性犯罪被害を含めた犯罪被害者支援に詳しい上谷さくら弁護士は、こう指摘する。
「これは若年者だけの問題ではなく被害者が18歳以上でも同様ですが、やはり裁判所の暴行・脅迫の認定が問題の原因のように思います。
特に14歳、15歳であれば、性交の意味や起こりうるリスクを正しく理解していなかったり、恐怖や驚愕で体が固まって何もできなかった、という程度は非常に著しいだろうと思います。現在でも、暴行・脅迫や抗拒不能については、裁判所は被害者の年齢や加害者との関係性も吟味して事実認定していますが、そこの認定が不適切だと、被害者は全く救われないことになります」（上谷弁護士）
昨年の刑法改正前に制作された「ここがヘンだよ日本の刑法（性犯罪）」（性暴力と刑法を考える当事者の会）より
　
■運用による対処は被害者の負担を増やす
　しかし、年齢の規定はそのままで運用によって対処すればよいのかと言えば、そうではないという。
「年齢は現状のまま、事案に応じて正しく処罰できればいいではないかということになると、被害実態を被害者から根掘り葉掘り聞かなければならず、被害者の負担が大きいという問題は残ったままになります」（上谷弁護士）
　現状でさえ、取り調べの際の「二次被害」は大きな問題となっている。
「特に子どもが被害者の場合、司法面接の徹底や、そこでの録画ＤＶＤをどのように裁判で使えるようにするのかなどの問題をクリアしなければなりません」（上谷弁護士）
■性犯罪は身体の侵害？　性的自由の侵害？
　一方で、年齢引き上げの議論に慎重にならざるを得ない理由について、上谷弁護士はこう説明する。
「刑法の強制性交等罪（旧・強姦罪）については、保護法益が性的自由となっており（※）、この観点から、若者同士の性的自由を全面的に制限していいのか？という議論が必ず出てきます。
　性交だけではなくて、わいせつ行為も同様に考えるので、（たとえば性的同意年齢が16歳に引き上げられた場合）14歳と15歳のカップルがキスしたことについて、二人とも被害者と加害者の立場を併せ持つというのは、いかにも不自然かと思います」（上谷弁護士）
（※）性犯罪の保護法益は、「性的自由」であり、強制性交等罪や強制わいせつ罪は「性的自由に対する罪」と定められている。傷害罪や暴行罪と同じく「身体に対する罪」と規定し直すべきではないかという議論があり、昨年の刑法改正でも「刑法における性犯罪に関する条文の位置について」が検討されたが、この項目の改正は見送られた。
■児童福祉法でカバーされる範囲は？
「刑法での年齢引き上げが難しいということを前提とすると、児童福祉法の罰則を引き上げるか、強制性交等罪と並行的に考えて、量刑基準を上げていくか、ということが現実的かもしれません」（上谷弁護士）
　児童福祉法の罰則は10年以下の懲役もしくは300万円以下の罰金となっており、現状でも「軽いとは言えない」と言う識者もいる。ただ、改正後に強制性交等罪（旧・強姦罪）の下限は3年から5年に引き上げられており、上谷弁護士の言うとおり年齢引き上げが難しいのであれば、児童福祉法の罰則引き上げが検討されるべきなのかもしれない。
　しかし一方で気になるのは、児童福祉法で裁かれるのは「児童に淫行をさせる行為」であり、強姦の加害者が裁かれるケースにおいては加害者が児童の意思決定に影響を与える立場（教師など）である場合以外では適用されづらい可能性があることだ。取材でも、被害者が「強姦」を訴えた事件が淫行条例の罰金刑のみだったケースを目の当たりにしたことがある。
　13歳から17歳までが性被害に遭ったと訴えたケースにおいて、刑法、淫行条例、児童福祉法が現状でどのように適用されているかを細かく見ていく必要がある。
■13歳でいいのか　広く議論を
　昨年の性犯罪に関する刑法改正では、性交同意年齢を引き上げるべきと主張する人の中でも、何歳まで引き上げるべきかについて議論が分かれたことも、引き上げが行われなかった理由の一つと考えられているという。
　現行刑法で性的同意年齢が13歳（※）に設定されている理由は、一説には「13歳になれば初潮が来ていると考えられていたからでは」と言われる。引き上げについては根拠が必要とされ、「14歳（刑法によって責任能力があると認められている年齢）」「16歳（女性の婚姻可能年齢）」など複数の案が出ている。
　いずれにしても、日本では「性的同意年齢」が13歳に設定されていることとその意味について、一般に広く理解されているとは言い難い。
　たとえばドイツでは14歳から18歳まで段階的に規定が設けられている。また、性的同意年齢が16歳のスイスでは16歳以上18歳未満の場合には「依存関係の悪用」があったと判断された場合も処罰対処となる。
　さまざまな観点から議論を深めるためにも、まずは「日本の性的同意年齢は13歳」であること、被害者視点においては「淫行条例や児童福祉法があるからいい」わけではない現状のあることが、広く知られればと感じている。
（※）旧刑法では12歳、明治39（1906）年に13歳に引き上げられた。この際の記録には「12歳を13歳と改めましたのはなるべく淫猥の所為に染まらせないという希望と、一つは生理上、12歳以上というよりも13歳以上という方が適当であろう」とある。また、昭和36（1961）年の「改正刑法準備草案」、昭和49（1974）年の「改正刑法草案」では、「刑事責任年齢との調和と図るのが望ましい」「諸外国の立法例においても、14歳ないし16歳未満の者を特別に保護しているものが多い」ことを理由に14歳への引き上げが検討されている。参考資料：いわゆる性交同意年齢に関する議論の経緯等 （法務省サイトより）
【参考動画】「君の体をどうするかは君が決める」　同意とは何かを子どもに教える「Consent for kids （日本語音声）」
https://news.yahoo.co.jp/byline/ogawatamaka/20180328-00083211/

＊性的搾取
・学校にできること…理想像押し付けず「子どもの本音、聞いて」　琉大の上間教授が講演（沖縄タイムス／Yahooニュース・3月8日）
　沖縄県青少年育成県民運動50周年記念シンポジウム（主催・県青少年育成県民会議）が7日、県立博物館・美術館で開かれ、学校関係者や子ども支援活動に携わる200人以上が来場し、子どもが活躍する社会づくりについて議論を交わした。夜の街で働く少女たちの聞き取り調査を続ける琉球大学教育学部の上間陽子教授が講演し、「学校現場で子どもの本音を聞き、支える環境が必要」と呼び掛けた。

　上間教授は、性風俗店のオーナーに調査協力を依頼し、2012年から少女たちの聞き取りを始めた。多くの子がDVや性暴力の被害を経験。似た環境の友人で支え合ったり、薬物に手を出して自死した事例などを語った。

　親の暴力や育児放棄などを背景に非行や若年出産に至り、生活のために風俗業界に入る少女たちについて、「最近は低年齢化し、13歳や14歳が働いている」と指摘。

　義務教育が終わる15歳までに支援に結び付ける必要性を説いた。

　教員や支援員に向けて「問題行動を繰り返し、本音を話さない子に『あの子、あの親はダメ』と考えてないか。自分の仕事ぶりやプライドを守る思考で、子どもに向き合っていない」と指摘。「暴力にさらされる一方、『家族はこうあるべきだ』という理想像も押し付けられ、子どもは黙らされている。粘り強く本音を聞き出して」と呼び掛けた。

　会場から、学校現場でできることを質問され、不登校児童を対象にした学校送迎の取り組みを紹介。「送迎を理由に保護者に会うことができる。居場所としての学校づくりと保護者の支援を同時に行う。課題解決に向け、複数の戦略を持ってほしい」と述べた。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180308-00219603-okinawat-oki
・ＪＫビジネス131店、規制強化でもやや増　警察庁まとめ（日経新聞・3月27日）
　女子高生らによる親密な接客を売りにした「ＪＫビジネス」の店は、昨年12月末時点で大都市圏を中心に131店あることが27日までに、警察庁のまとめで分かった。各警察は取り締まりを強化しているが、昨年６月末時点の114店からやや増加。警察の実態把握が進んだことも一因とみられる。
　政府は26日、ＪＫビジネスやアダルトビデオ（ＡＶ）への出演強要問題について、関係府省庁による対策会議を開催。菅義偉官房長官は「依然として深刻な状況にある。孤立した被害者に救いの手を差し伸べていくことが必要だ」と指摘した。
　警察庁によると、無店舗型を含めてＪＫビジネスの店は、東京が83店、大阪が37店と都市部に集中。ほかは、宮城や神奈川、愛知がいずれも３店ずつで、埼玉と静岡が１店ずつだった。マッサージや添い寝など「リフレ」と呼ばれる接触型が全体の７割を占めた。「裏オプション」と称した性的サービスが横行している可能性があるという。
　ＡＶの出演強要問題では、モデルやアイドル活動を装い、同意していない性的な行為などの撮影を求めるケースが多いことも内閣府の調査で判明。撮影を強要されたことがある女性のうち、誰にも相談しなかった人が４割に上っており、被害が潜在化している恐れがあるとしている。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO28616610X20C18A3CR0000/
＊SOGI（ソジ・ソギ／Sexual Orientation & Gender Identity）

・＜大阪市＞１割の市立小中高「ＬＧＢＴ傾向の生徒」配慮課題（毎日新聞／Yahooニュース・3月3日）
　大阪市教委が市立小中高を対象にＬＧＢＴなど性的少数者に関する初めての実態調査をした。全体の１１％に当たる５０校が「性的少数者と自認しているか、その傾向がある児童・生徒がいる」と回答していたことが分かった。市教委指導部は「表面化していないため把握できていないケースもある。子どもが安心して学校生活を送れるよう結果を生かしたい」としている。

　調査は昨年１０月、市立小中高計４４０校を対象に実施した。性的少数者への配慮は教育現場でも課題で、現状を把握する目的だった。

　質問は１７項目。学校行事や体育の着替え、トイレなど日常生活の配慮なども尋ねた。宿泊を伴う修学旅行などの行事で１人か養護教諭と同部屋に泊まる配慮をしている学校が約１％あった。また、体育で別室での着替えを認めているのが約１０校、トイレでは職員用の使用などの配慮をしているケースがあった。また、水泳の授業で、上半身を出すのが恥ずかしい男子生徒に体を覆う水着の着用を許可しているところも。

　山本晋次教育長は市議会本会議の答弁で「学校でも対応が必要。制度作りや環境整備を検討したい」と述べた。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180303-00000022-mai-soci
・「もう生きていけない」　同性が好き…自覚した中2　うわさ広まり体に異変

◆青葉のキセキ−次代を歩む人たちへ−　第３部 自分らしく生きる　亮太「普通」を問う（上）（沖縄タイムス・2月27日）
　「好きって何？」−。２月１４日、中城村の実現型ディスカッション企業「がちゆん」（沖縄市、国仲瞬社長）事務所には大学生ら１２人が集まり、熱く語り合っていた。会を主催したのは同社でセクシュアリティー・キャリアコーチとして勤める平良亮太（２３）。ゲイだと公言している。

　亮太は多様な恋愛の在り方を共有するため、同世代の大学生らを集め、「好きって何？」をテーマに自由に議論を交わした。ホワイトボードにハートで囲まれた「好き」という文字。そこから連想する言葉を書くことから会は始まった。

恋愛の在り方は多様

　「恋」と結ばれた語句の流れで、男子学生の一人が同性愛の先に矢印をつなげ、「ふられる」と結論付けた。亮太はそれをちらっと見た。

　「同性愛を差別しない、偏見ないよといっても、人にはそれぞれ無意識のうちの恋愛観やジェンダーは“こうあるべき”という感覚がある」。亮太はこうした無意識の感覚に気付いてほしいと思い、異性愛を前提にした議論には反論しようと決めていた。

　「“当たり前”“普通”から漏れている人たちもいるんだ」。グループに分かれ議論を始める前に、亮太は３種類の辞書から「好き」の定義を読み上げた。国語辞書、英語辞書、どれも異性間や性別を示すような言葉はない。「同性愛もあるということを念頭に置いてください」とはっきり告げた。

　それでも議論中、時折「男子は」「女子は」と性別でひとくくりにされた会話が出る。

　違和感を覚えた亮太は問い掛けた。「好きって性別で選ぶの？　裸にして男か女かを確認して好きになっているわけじゃないよね」。これまで無意識に異性愛者の立場から築いてきた感覚を揺さぶる質問に、学生らは「えーだって…」と困った顔をしながら答えに詰まった。

　亮太は「正解とかないし、特定の価値観を伝えたいわけじゃない。ＬＧＢＴを含め性の在り方に関心がない、知らない人にアプローチしていきたい」と語る。そして、言う。「だって嫌悪は無知から生まれるから」

学校で冷やかされ…

　平良亮太（２３）が同性を好きだと自覚したのは中学２年のころ。初めて持った携帯のインターネットで「ゲイ」という単語に出会った。「自分もこれに当てはまるのかもしれない」と検索したが、嘲笑の的となっていることを知り「自分は違う、嫌だ」と否定。反動で女子生徒と付き合ってみたが、関係は長続きしなかった。

　昔から柔らかい雰囲気で、いじられることはあったが、いじめられたことはない。中３のころ、好きな人にクラスの男子の名前を挙げた。イケメンだった。うわさは広まり、本人まで伝わってしまった。すぐに亮太は「違う、違う」と否定して回ったが遅かった。

　周りから冷やかされ、「生きていけない」と後悔した。その子を見ると発熱したり、おなかが痛くなったりした。学校には登校したが、体育の時間は数カ月休んだ。「自分を否定していると体に異変が出る」と亮太は悟った。

　同級生に冷やかされ体調がおかしくなったことを担任の先生に相談した。先生がゲイと気付いていたかは分からない。だが、先生が「その子がまた同じようなことを言ってきたら相談して。守るから」と話した、その言葉がうれしかった。次第に体調も回復した。

カミングアウト

　初めてカミングアウトした友達は、高校２年で仲のいい女子だった。

　「誰が好きでもいいんじゃない。亮太は亮太、応援する」とその子の言葉に気持ちが一気に楽になった。「仲のいい友達には知ってほしい」。真剣に話を聞いてくれそうな数人にカミングアウトした。

　それから、２０歳の誕生日にフェイスブックでゲイと公表した。

　２０１６年、亮太２２歳の夏には、実現型ディスカッション企業「がちゆん」（国仲瞬社長）と沖縄タイムスが企画した主権者教育イベント「政治キャンプ」に参加。県にＬＧＢＴ担当部署を新設することなどを求めた「請願書」を県議会議長に手渡した。「自分一人が声を上げても何も変わらない。そう思っていたのに、県議会に、社会に、自分の意見が届いた」

　うれしさや達成感とともに過去の苦しみや思い出が込み上げ震えた。「自分にも社会を変えることができるかもしれない」。進むべき道を見いだした。

　亮太のカミングアウトは友人にも温かく受け入れられた。だが、家族へのカミングアウトという乗り越えなければならない壁が残っていた。＝敬称略

http://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/210582

・「気付いているよ」号泣する息子に母の優しさ　親へのカミングアウトは高い壁（沖縄タイムス・2月28日）
◆青葉のキセキ−次代を歩む人たちへ−　第３部 自分らしく生きる　亮太「普通」を問う（中）
　「親へのカミングアウトは、社会へのアプローチより高い壁だ」。今年２月、那覇市内の飲食店で母と向き合い、平良亮太（２３）はそう感じていた。

　お互いどこか落ち着かない。緊張を隠すように照れ笑いしながら、騒がしい店内でぽつりぽつりと会話が始まる。母は「亮太の口からまだ詳しくは聞いていない」と切り出すが、質問するわけでもない。「自分の口からちゃんと話してくれるのを、待ってるよ」と優しくほほ笑む。亮太は「うん」と返事をしたが、周りの騒音にかき消されそうな小さな声だった。

　昨年１月、将来の進路を聞く母を前に、亮太は号泣したことがあった。母は亮太の涙に「気付いているよ」と声を掛けた。亮太はそれで伝わったと思っていた。

　亮太が飲食店に持参した中学の卒業アルバムをめくると本人はほとんど写っていなかった。「なんで？」と顔をのぞき込む母。亮太は「写りたくなかった。隠れてた」と言葉少なに理由を語る。

　体調不良で体育を休んだことも母は知らなかった。「内緒にしてた。学校休むほどじゃなかったし」と強がるように言う亮太に、母は不安そうに「学校楽しかったよね？　友達はいっぱいいたんだよね？」と言葉を選ぶように問い掛ける。「大丈夫だってば」。母はそれ以上聞かず、しばらくの沈黙が続いた。

　亮太は社交的な性格で反抗期もなく勉強もできる自慢の息子。学校の三者面談は母の楽しみですらあった。親の立場としては、医者や教師、公務員など経済的に安定している職業に就くことを期待するのが「普通」。亮太も期待通りに勉学を修めていた。

　両親は亮太がゲイだと気付き、尊重し支えると決めていた。だが母は、ＬＧＢＴ（性的少数者）の理解を広める活動には複雑な気持ちもある。「まだ社会が追い付いていない。顔や名前を出して傷つくことがあるんじゃないか…」

　「大丈夫。嫌なことを言う人がいたら、その人の所へ行って説明する」。亮太は母の目を真っすぐに見つめて断言した。「強くなったね」。うっすら涙を浮かべた母に、亮太もぐっと奥歯をかみ涙をこらえた。

　「制度を変えることと、みんなの考え方を変えること。二つからのアプローチが必要」。亮太は母に説明するが、経済的に自立できるか、仕事がお金になるのかは正直まだ分からない。「あなたの隣にいるよと認知させて、仲間を増やすことが今できること」。仲間は確実に増えてきている。亮太はがちゆんのメンバーを思い浮かべ、そう確信していた。＝敬称略

http://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/211637
・「社会を変えたいなら逃げるな」 性の話も“ガチ”で対話　自問する無意識の加害

◆青葉のキセキ−次代を歩む人たちへ−　自分らしく生きる第３部　亮太「普通」を問う（下）（沖縄タイムス・3月3日）
　「落ち着いたら、お父さんと３人で飲みに行こうってお母さんに言われたんだ」。母と向き合った約１週間後、平良亮太（２３）は勤務先の「がちゆん」（本社・沖縄市）でカミングアウト後の家族との関係の変化を興奮気味に語っていた。社長の国仲瞬（２５）は「早く報告しろよー。こっちは心配してるってのに…」と笑った。

　がちゆんは、本土からの修学旅行生らの平和教育プログラムを企業活動の柱としている。沖縄戦や基地問題を教えるのではなく、同じ目線で意見を出し、双方向の対話を通じて学び合う「共育」を目指す。がち（本気）でゆんたく（対話）するのが企業理念だ。

　基地問題と性の話で共通するのは「無意識、無関心の加害」と国仲は考える。基地問題で安易に中立の立場を表明する発言を例に挙げ、「問題を理解しているようで実質は考えることを放棄し、無意識に弱い立場をより傷つけている」と指摘する。

　性の話も同様だ。亮太は、ある講演会で「同性愛者という人たちがいる。いてもいいんだよ」という発言に驚き、傷ついた。「いてもいいって、許可されないといけないことなの？」。共感しているようで、本当の理解はしていない。

　「話題にもされないまま、理解を深めるなんて無理」。関心のない層に自分事として考えてもらうためには、対話しかない。亮太と国仲はそう考えている。

　取引先の相手を前にして、亮太は同性愛者だとは言えない。そんな時、国仲は「社会を変えたいなら逃げるな。覚悟を決めろ。傷つくのが嫌なら踏み込むな」と亮太を叱る。亮太の一言で目の前の当事者を救えたかもしれない。そのチャンスをみすみす逃しては、社会は変わらない。「異性愛者も同性愛者も、社会みんなにとって自分事なんだ」と国仲は語る。

　亮太ががちゆんに入社して約１年。活動し始めて「怖い」という思いが出てきた。新しい概念が次々に登場し、性の在り方もより多様で複雑になっている。「全ての人の気持ちを代弁なんてできないし、しようとも思っていない。でも無知は許されない」。情報収集や勉強は欠かせない。

　また、ＬＧＢＴ以外の社会的少数者にも目が向くようになった。「別のマイノリティーを傷つけてしまってはいないか」。無意識に加害しないよう、日々自問する。「正解はない。でもみんなが認め合って、自分らしく生きられる『普通』な社会にしたい」。もがき迷いながらも、一歩を踏み出している。＝敬称略

http://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/211783
・当事者の5人に1人が「LGBT」という言葉を知らない。高校生1万人調査でわかった6つのこと（BuzzFeedJAPAN・3月20日）
周囲の偏見を感じているLGBT当事者は、約半数。自分をわざと傷つけたことがある人も、3人に1人を占めた。

伊吹早織 

性的マイノリティの10代は、どのような悩みを抱えて暮らしているのか。現役高校生およそ1万人を対象に、いじめや偏見の実態を聞いた調査結果が3月19日、発表された。

調査で明らかになったこと

調査をしたのは、三重県男女共同参画センターと宝塚看護学部の日高庸晴教授。2017年10〜12月にかけて、三重県の県立高校（全日制）49校に通う高校2年生約1万人にアンケートを実施した。

現役の高校生を対象に、これだけ大規模に性的マイノリティを取り巻く学校生活やいじめの現状について調べた調査は稀。

日高教授はBuzzFeed Newsの取材に「当事者が感じている偏見や孤立感を具体的に数値化できたことに価値がある」と言い、「まずは先生方に性的マイノリティについて知ってもらい、当事者が肯定的な情報を入手する場として学校が取り組みを始める契機になれば」

調査を通じて明らかになった6つのポイントは、以下の通り。

1.アンケートに答えた高校生1万人のうち、「LGBT当事者」は10％を占める。
調査の結果、同性愛者・バイセクシュアル・トランスジェンダーを指す「LGBT」は全体の2.8％（281人）、心の性が定まっていない・わからない「Xジェンダー」は5.0％（508人）、好きになる人の性が「わからない」と答えた人は2.1％（214）で、合わせて計10％を占めた。

今回の調査では、上記の3分類を合わせて「LGBT当事者」として分析している。

2. LGBT当事者の3人に1人が自分の体を傷つけたことがある。
「わざと自分の体を傷つけたことがある」と答えた非当事者は12.0％だった一方、LGBT当事者は31.7％に達した。

他にも「むしゃくしゃしてものを叩いたり壊したりしたことがある」「全てが嫌になる程悩んだことがある」などの項目でも、LGBT当事者の方が非当事者よりも高い傾向を示した。

3. 非当事者よりも、LGBT当事者の方がいじめを経験した割合が高い。
今回のアンケートでは「いじめ」の経験を具体的に細分化して調査。「殴る、蹴る、怒鳴る、脅すなどの行為をされた」「無視や仲間外れにされた」など全ての項目で、LGBT当事者の方が高い割合の結果が出た。

「女／男らしくない、ホモ、レズ、おかまと言われた」ことがあるLGBT当事者は29.3％で、非当事者も9.7％だった。性に関するステレオタイプや偏見が定着している現状が伺える。

4. LGBT当事者の5人に1人は「LGBT」「性的マイノリティ」という言葉を知らない
「『LGBT』や『性的マイノリティ』という言葉を知っているか？」という問いに対して、「知っている」と答えた非当事者は44.7％、LGBT当事者は63.2％と、当事者の方が認知度高い結果が出た。

その一方、当事者の中でも「言葉は知っているが内容は知らない」と答えた人が18.4％、「言葉も内容も知らない」と答えた人は17.8％と、一定数いる現状も垣間見えた。

5. LGBT当事者の約半数が性的マイノリティに対する周りの人の偏見を感じている。
アンケートに答えたLGBT当事者の47.7％が、「周りの人たちの多くは性的マイノリティに偏見を持っていると思う」と答えた。非当事者も34.9％が、偏見はあるのではないかと答えている。

6. LGBT当事者の9割は、誰にも相談したことがない。
「性的マイノリティ」について誰かに相談したことがあると答えたLGBT当事者は、全体の7.7％。相談したことがないと答えた人は、87.8％と大多数を占めた。

他にも「学校には自分にとって安心できる場所がある」と答えた当事者は36.9％、「いざという時に力になってくれる友人や先生がいる」と答えた当事者は46.8％と、学校における孤立感も垣間見えた。

https://www.buzzfeed.com/jp/saoriibuki/mie-lgbt-student-survey?utm_term=.ulLjGl7RX#.im8KZN3Lw
・性的少数者　「性のあり方」相談教職員の存在、周知は３割（毎日新聞・3月30日）
セクシュアル・マイノリティー支援の実態調査で明らかに
　全国の中学校を対象にしたセクシュアル・マイノリティー（性的少数者）支援の実態調査で、セクシュアリティー（性のあり方）の悩みを相談できる教職員の存在が生徒に周知されている学校が全体の３割にとどまっていたことが明らかになった。調査に当たった山梨英和大（甲府市）の本多明生准教授は「生徒からの相談に対応する体制には課題がある」と指摘している。
　本多准教授と同大大学院の矢崎胡桃（くるみ）さん（２５）が、無作為に抽出した全国の中学校１８００校を対象に調査を実施し、５１８校から回答を得た。
　調査結果によると、生徒がセクシュアリティーの悩みを相談できる教職員がいると回答した学校は８９％。一方で、相談に応じる教職員の存在や場所が生徒に周知されているとの回答は３０％だった。
　セクシュアル・マイノリティーに対して、態度や言動に配慮することを教職員間で共有していると回答した学校は８８％。しかし、セクシュアル・マイノリティーについての教職員向けの研修会を行っていたのは２１％、マニュアルなどを作成していたのは１１％にとどまっていた。
　自由記述欄には「支援をしなくてはならないことは分かっているが、どうしても後手に回ってしまう」などの回答もあった。
　本多准教授らは２０１６年に山梨県内でも同じ調査を実施。全国調査と比較分析したところ、セクシュアル・マイノリティーの支援や配慮に関して全国より約２０ポイントも低い項目もあった。矢崎さんは「現状が分かり、課題も見えた。支援を充実させていくための資料になる」としている。【加古ななみ】
セクシュアル・マイノリティーへの対応を決めている学校の割合
生徒側が配慮を望む項目　全国（１７年）　山梨県内（１６年）
健康診断　　　　　　　　　　　　５０％　　　　　　　２２％
学用品（色など）　　　　　　　　４９％　　　　　　　１７％
修学旅行などの宿泊研修　　　　　４６％　　　　　　　２２％
更衣室の利用　　　　　　　　　　４５％　　　　　　　１７％
髪形　　　　　　　　　　　　　　３５％　　　　　　　　９％
服装　　　　　　　　　　　　　　３１％　　　　　　　　９％
https://mainichi.jp/articles/20180331/k00/00m/040/113000c

＊SNS関連
・ネットの閲覧制限　安全網整備、社会全体で（日経新聞・3月4日）
論点争点 メディアと人権・法
　子供を有害な情報から守るための青少年インターネット環境整備法の成立から今年で10年。携帯端末の閲覧制限（フィルタリング）機能の普及を柱とした対策は、ＳＮＳ（交流サイト）の広がりで曲がり角を迎えている。優良サイトを認定する第三者機関、モバイルコンテンツ審査・運用監視機構（ＥＭＡ）の岸原孝昌理事に聞いた。
　　　きしはら・たかまさ　情報家電の普及を目的としたイージーインターネット協会（ＥＩＡ）から発展した移動体通信のモバイル・コンテンツ・フォーラム（ＭＣＦ）に移り専務理事。2008年のモバイルコンテンツ審査・運用監視機構（ＥＭＡ）設立に参画し、14年から理事。52歳
　――閲覧制限の利用率は40％台で低迷しています。
　「スマートフォン（スマホ）時代に入り、ツイッターなど認定を受けていないＳＮＳや制限対象のアプリでも、保護者の判断で部分的に解除できるなど選択肢が多様化したが、親にとって見極めは容易ではない。またアップルが自社独自でアプリの利用を制限するなど、閲覧制限の提供が通信事業者だけでなくなり、手続きが格段に複雑になった。利用者が明確に判断できるようなわかりやすい仕組みが必要だ。たとえば新しいアプリが登場したら、いち早く特徴を分析してリスクも含めた評価を中立的に提示する機関だ」
　――整備法の成果をどう総括しますか。
　「改正法が２月に施行され、閲覧制限の普及強化策が盛られた。閲覧制限が重要である点は変わらないが、青少年保護対策には保護と健全育成の方向性が異なる２つの要素がある。保護・安全だけでは、将来リスクに対処できない大人を作ることになる。法成立時からＥＭＡはそのバランスを課題にしてきた」
　「性的マイノリティーの子供が悩みについての情報を得られるサイトを制限して構わないのか、といった問題は当初からあった。なるべく細かな分類基準を採用する配慮が必要と、閲覧制限ソフトを提供する通信会社にも働きかけてきた。保護者や社会の声だけを反映すれば過剰制限になり、迷惑を被るのは当の青少年だ。結果、閲覧制限離れが起こり、事業者は優良サイトとして個別にＥＭＡ認定を受けるメリットを感じなくなる」
　――国際的な企業への対応は。
　「端末の基本ソフト（ＯＳ）で独自に制限するアップルは日本では通信会社の閲覧制限ソフトと、アプリの年齢制限で対応してきた。最近、ＯＳ機能で両方に対応することも技術的に可能となり、このＯＳ機能で出会い系サイトの対象年齢を引き上げた。『ＯＳは世界共通』という姿勢だったが、中立機関のＥＭＡが働きかけ、『18歳未満は利用できない日本の法律を尊重する』という考えが共有できた。アップルの制限機能全体を簡易に活用できる可能性が出てきた。またツイッターがアップル向けアプリの利用年齢を引き上げる動きもあった」
　「反対に、アニメなどで日本では問題にならない表現が、宗教的価値観の違いからか若年層に制限されるケースがある。日本企業同士で分かり合っても、確たる理念と方針をもつ国際企業には通じない。日本文化を理解してもらう努力があって解決策が見つかる」
　――神奈川県座間市のアパートで９人の遺体が見つかった事件はＳＮＳが悪用されました。
　「社会全体のセーフティーネットの欠如を浮き彫りにした。すべての関係者による公共的な取り組みとしての青少年保護の仕組みを日本は生み出していかなければならない」
　「特定サイトなどの事業者に対応を押しつけがちだが、個別利益を考えていては表現の自由、日本の文化的価値観が知らぬ間に社会全体で失われていく。昨年、ＬＩＮＥなどＳＮＳ事業者が協議会を立ち上げた。青少年対策の先発サイトが新しい事業者と経験を共有していくことに期待したい。行政も権限を独占するのでなく、事業者がメリットを実感できるような官民協働の参加システムを構築するよう意識転換してほしい」
・「自画撮り」被害、中高生が９割…８歳の女児も（読売新聞・3月8日）
　昨年１年間に全国の警察が摘発した児童ポルノ事件は過去最多の２４１３件に上ったことが警察庁のまとめでわかった。

　１２１６人の被害者のうち、４２・４％にあたる５１５人はスマートフォンなどで撮影した自分の裸の画像を送らされる「自画撮り」の被害に遭っていた。同年代を装い、ツイッターやＬＩＮＥで接近する自画撮り被害は中高生を中心に広がっている。

　発表によると、児童ポルノの摘発は１０年連続で増加。自画撮りを含む「製造」が１４１４件で、ネットに投稿するなどの「提供・公然陳列」が７９８件。

　被害者は１２１６人で、このうち自画撮りが５１５人、児童買春・淫行が１９４人、盗撮が１７５人、強制性交等が１４２人だった。

　自画撮り被害者は中学生（２５９人）と高校生（２１５人）で９割以上を占めた。小学生の被害者も２９人おり、８歳の女児がわいせつな自画撮り画像を送らされたケースもあった。

　被害者の約８割は、ツイッターなどの交流サイトで知り合った面識がない相手に裸の画像などを送らされていた。同年代の女児を装ったり、脅したりして画像の送信を強要するケースが多いという。

　児童買春・児童ポルノ禁止法には、わいせつ画像の送信を要求する行為自体を罰する規定がなく、東京都と兵庫県は条例を成立させて対策を強化している。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20180308-OYT1T50062.html
・ネット閲覧制限機能、性被害生徒ら利用なし　静岡県内（静岡新聞/Yahooニュース・3月15日）
　2017年、インターネットをきっかけに性被害に遭った静岡県内の子どもは38人で、いずれも有害サイトの閲覧を制限するフィルタリング機能を利用していなかったことが14日までの静岡県警のまとめで分かった。静岡県警、静岡県教委、総務省東海総合通信局の担当者が同日、県庁で記者会見し、スマートフォンなどのフィルタリング機能の利用推進を呼び掛けた。

　県警少年課によると、17年、児童ポルノや児童買春などの被害に遭った県内の少年少女は61人。このうち38人（62％）が会員制交流サイト（SNS）や出会いを求める掲示板サイトを通じ、加害者と出会っていた。内訳は、高校生18人、中学生14人、小学生2人などだった。

　会見した県警の加藤悟少年課長は「フィルタリング機能を利用していれば被害を防げる可能性があった」と指摘し、小学校の入学説明会や保護者説明会で利用を求めていく考えを示した。

　県教委による児童生徒の問題行動調査で「パソコンや携帯電話でひぼう・中傷される」いじめ認知件数は16年度、小・中学、高校のいずれも前年度と比べて増加した。山本知成社会教育課長はネットいじめ対策として「家庭でインターネット利用のルール作りを推進する」と強調した。総務省東海総合通信局の加藤明彦電気通信事業課長はフィルタリング機能の利用率向上に向け、2月1日に施行された改正青少年インターネット環境整備法について紹介した。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180315-00000004-at_s-l22
・ネット人権侵害、2000件超　５年連続で過去最多更新（日経新聞・3月20日）
　法務省は20日、2017年に全国の法務局が救済手続きを始めた人権侵害の状況を公表した。無断で個人情報を掲載するなどのインターネット上の人権侵害は前年比16.1％増の2217件と５年連続で過去最多を更新し、初めて２千件を上回った。ネット以外も含む全体の人権侵害は0.5％増の１万9533件だった。
　インターネット上の人権侵害のうち、無断で個人情報などを掲載する「プライバシー侵害」が前年比４％減の1141件。誹謗（ひぼう）中傷などを掲載する「名誉毀損」が48.9％増の746件に達した。この２つで全体の85.1％を占めた。
　具体的には、刑事事件の容疑者の関係者だとする虚偽の情報がブログやソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）、動画投稿サイトに掲載されたり、ＳＮＳ上に勝手に上半身裸の画像を掲載されたりする事案があったという。
　ネット以外も含む全体の人権侵害の内訳は、「学校でのいじめ」が前年比６％減の3169件と７年連続で３千件を超えた。「労働問題関係」は同2.6％減の2064件で、そのうち職場などでのパワーハラスメントが1290件と６割を占めた。「妻に対する夫の暴行・虐待」は1145件、「児童虐待」は486件あった。
　国籍や性別、障害などで差別されたりする「差別待遇事案」も前年比14.9％増の785件。性同一性障害に関するものが17件、性的指向に関するものが６件あった。
　法務局は窓口や電話、インターネットなどで被害者からの相談を受け、調査した結果、人権侵害の疑いがあると判断した場合には、加害者に改善を求めたり、当事者同士の話し合いの場を設けたりしている。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO28348180Q8A320C1CR0000/
＊その他
・進路の悩み、否定しないで　複雑な制度が悩みに影響も（朝日新聞・3月6日）
　春は門出のシーズン。新たな進路や入学試験の結果について悩む子どもたちは少なくない。どうしていいかわからなくなり、命を絶つこともある。専門家は「相談を受けたら否定せず、まずは受け止めて」と呼びかけている。
　「芸術系の学校に行きたいけど、親は将来食べていけないからと反対する」「今の成績では志望校には受からないと教師に言われた」。１８歳以下向けの電話相談「チャイルドライン」を愛知県内で展開するＮＰＯ法人「チャイルドラインあいち」には、受験シーズンになるとこうした成績や進路の悩み相談が増えるという。
　同ＮＰＯ専務理事の高橋弘恵さん（５７）は「進学先が親の希望と合わないといった相談は、家庭の悩みに分類される。受験で悩む子どもはもっと多いと思う」と話す。また、相談相手であるはずの大人に否定されて電話してくるケースが多いという。
　そんな子どもたちに対して、高橋さんら相談員は「志望校に入学したらどんなことをしたい？」などと、子どもたちの意見を肯定し、受け止めることを大切にしているという。高橋さんは「一緒に考えようという姿勢が大切。対等に話せば、大人と子どもで合意点に達することができる」と説明する。
　警察庁の統計では、２０１６年の２０歳未満の自殺者で、警察が遺書などから推定した動機のうち、「学校問題」が原因とされたのは１５１人。そのうち「入試に関する悩み」は２４人、「その他の進路に関する悩み」は３８人、「学業不振」は４４人だった。「いじめ」は８人、「その他学友との不和」は１８人で、子どもたちにとって進路や成績は大きな悩みの種となっている。
　受験制度の複雑化が子どもたちの進路の悩みにつながるという指摘もある。ベネッセ教育総合研究所の邵勤風（しょうきんふう）・初等中等教育研究室長は「大学受験を例にとっても、親世代が知らないＡＯ入試や推薦入試など制度が複雑化しており、教員間でも進路指導の悩みのひとつになっている」と指摘する。
　首都圏（東京、神奈川、埼玉、千葉）の小学３年～中学３年の子どもを持つ保護者を対象にした同研究所の調査（第４回子育て生活基本調査）では、１９９８年と２０１１年に「子どもがすることを親が決めたり、手伝ったりすることがある」と回答した親の割合が小学生で４６・９％から６１・７％、中学生で３６・３％から４７・６％といずれも増加。教育熱心な親が増え、干渉が強まる傾向も影響しているとみている。１１年以降も、同研究所の別の調査から「何にでも口出しをする高校生の保護者は５割」といった調査結果が出ているという。
　邵室長は「大人はサポートに徹し、最後の判断は子どもに任せるべきでは」と指摘する。受験で悩みすぎないためには、将来どこの学校に行くかではなく何をやりたいのかを小さいときから考えさせる癖を身につけるのが大切だという。
　　　　　◇
　ベネッセ教育総合研究所の調査「第４回子育て生活基本調査」はhttp://berd.benesse.jp/shotouchutou/research/detail1.php?id=3278
。教員の進路指導の悩みについては「第６回学習指導基本調査ＤＡＴＡ　ＢＯＯＫ」（高校版）http://berd.benesse.jp/shotouchutou/research/detail1.php?id=5081
。
https://www.asahi.com/articles/ASL2W61R2L2WOIPE02C.html?iref=comtop_list_lif_n03
・大麻摘発　少年は過去最多２９７人　警察庁（毎日新聞・3月8日）
　警察庁は８日、２０１７年に大麻事件で摘発（逮捕・書類送検）した１４～１９歳の少年は前年比４１．４％増の２９７人だったと発表した。統計を取り始めた１９８９年以降で過去最多だった９４年に並んだ。
　４年連続で増えており、１３年の５倍を超えている。同庁によると、内訳は有職少年が１５５人と最も多く、無職少年６７人▽高校生５３人▽大学生１０人－－と続いた。１３年の摘発と比べると、覚醒剤は２６．６％減、シンナーは７１．９％減となっており、大麻の増加が際立った。
　担当者は「危険ドラッグの規制が進み、大麻が増えた可能性がある。大麻をきっかけに他の薬物を始める若者も多く、警戒を強めたい」と話す。
　一方、同庁は８日、虐待の疑いがあるとして、全国の警察が１７年に児童相談所へ通告した１８歳未満の子どもは、前年比２０．７％増の６万５４３１人だったことも明らかにした。統計を取り始めた０４年から１３年連続で増加しており、過去最多を更新した。
　通告の内訳をみると、「心理的虐待」が４万６４３９人で全体の７割を超えた。このうち３万８５人は子どもの前で家族に暴力をふるう「面前ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）」だった。このほか、「身体的虐待」１万２３４３人▽食事を与えないなどの「ネグレクト（育児怠慢・拒否）」６３９８人▽「性的虐待」２５１人－－だった。
　また、１７年に事件化した虐待の被害者は１１６８人（男子５８０人、女子５８８人）で、保護者ら１１７６人を摘発した。被害者のうち死亡した子どもは前年比９人減の５８人。容疑別の内訳では殺人が３２件、傷害致死が１１件だった。
https://mainichi.jp/articles/20180309/k00/00m/040/136000c
・黒染め指導「地毛が茶髪」の１～２割が経験　校則調査（朝日新聞・3月9日）
　学校の校則問題に取り組んでいる「ブラック校則をなくそう！　プロジェクト」は８日、生まれつき茶髪の人の１～２割程度が、中高生時代に黒く染める指導を受けていたという調査結果を発表した。調査によると、体罰などの経験は若い世代ほど少なかったが、髪形やスカートの長さなど外見に関する校則を体験した人はむしろ１０代で多い傾向も浮かんだ。
　同プロジェクトは、大阪の女子高校生が茶色い髪を黒く染めるよう強要され、精神的苦痛を受けたとして損害賠償訴訟を起こしたことなどをきっかけに、子どもの支援に関わるＮＰＯなどが昨年１２月に結成した。まずは校則の実態を調べようと今年２月、１０代～５０代の男女２千人と現役中高生の保護者２千人の計４千人を対象に、調査会社を通じてアンケートした。
　この結果、男女２千人のうち地毛が「生まれつき茶髪」は８％で、このうち約１割が中学で、約２割が高校で、「黒く染めるよう」指導を経験していた。これは、全体の１～２％にあたる。
　また、「理不尽な指導の経験」を尋ねた項目では中学時代に「軽くたたかれた」「強くたたかれた」と答えた４０代はそれぞれ約２７％と約３１％だったが、１０代は約１５％と約２・５％に減少。一方、中学時代に校則で髪形やスカートの長さが決められていたのは１０代で多く、「下着の色が決められている」と答えた１０代は約１６％と、各世代で最も多かった。
　「ストップいじめ！ナビ」代表理事で、同プロジェクトのアドバイザーを務める荻上チキさんは調査結果について「校則とセットになって、人権侵害につながる指導がされている。こうした理不尽な指導は、なくしていかなければならない」と語った。現在、ブラック校則をなくすことを求める署名を集めており、文部科学省に提出する予定だ。
https://digital.asahi.com/articles/ASL386FQGL38UTIL04G.html?rm=419
・自殺者、８年連続減少…未成年だけ前年より増加（読売新聞・3月16日）
　厚生労働省と警察庁は１６日、２０１７年の全国の自殺者総数の確定値を発表した。

　今年１月の速報値より１８１人多い２万１３２１人（前年比５７６人減）。８年連続で減少したが、年代別で見ると、未成年だけが前年より増えた。

　発表によると、男性は１万４８２６人（同２９５人減）で約７割を占めた。女性は６４９５人（同２８１人減）で２年連続、過去最少を更新した。年代別で見ると、４０歳代が３６６８人（同７１人減）で最も多く、以下、５０歳代３５９３人（同３８人減）、６０歳代３３３９人（同２８７人減）などの順となり、未成年は５６７人（同４７人増）だった。

　人口１０万人当たりの自殺者数は統計を取り始めた１９７８年以降、最少の１６・８人（前年１７・３人）となったが、未成年は２・６人（同２・４人）、２０歳代は１７・７人（同１７・６人）で、若年層だけ増えている。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20180316-OYT1T50099.html
・子どもが一瞬であなたの前から消えるワケ（読売新聞・3月13日）
松蔭大准教授　深谷野亜
　買い物中などに、さっきまでそばにいたわが子の姿を見失ってしまう。そんな経験のある人は多いだろう。たいていはすぐに見つかるのだが、不幸にして、目を離したほんのわずかな時間に子どもが不慮の事故に巻き込まれてしまうケースは後を絶たない。子どもには大人とは違う特有の行動心理があり、見ている風景も大人とは異なるためだという。子どもの行動に詳しい松蔭大の深谷野亜准教授に、危険を回避し、事故を防ぐ方法について解説してもらった。

ちょっと目を離したすきに…

　厚生労働省の「人口動態統計」（２０１４年）によれば、全年齢層の死因では「不慮の事故」は５位までに入っていません。しかし、子どもに限って見ると、「１～４歳」「５～９歳」で共に２位、「１０～１４歳」では３位と高くなっています。「事故」の内容は交通事故や溺死などです。「ちょっと目を離したすきに……」「危ないとは思っていたのに……」など、「まさか」と思うことが結果的に大きな事故につながってしまいます。

　昨年１２月に、福井県越前市に住む３歳の男の子が行方不明になり、今年１月に遺体で発見されたケースがありました。報道によると、父親が男の子を車に乗せて遊びに行く途中、用事があったため、男の子を助手席に一人残して車を下り、職場に立ち寄りました。そして約１０分後に戻ったところ、男の子がいなくなっていました。

　父親はスマートフォンを男の子に渡してアニメを見せていたので、「１人でも大丈夫だと思った」と取材に答えています。

　車の近くには幅約５メートルの川が流れ、雨で増水していました。小柄な３歳の男の子が車のドアを内側から開けて外に出て、冬の川に入るはずがないと考え、誘拐事件ではないかと考えた人もいたそうです。

３歳の男の子が行方不明になった越前市の現場付近（２０１７年１２月）

　しかし、その川の約４０キロ下流で男の子の遺体が見つかったのです。警察では状況から、男の子が誤って川に転落して流されたもので、事件性はないとしています。

　なぜ男の子はわずかな時間に危険な川に向かってしまったのでしょうか。子どもの行動心理の特徴から推測してみます。

急成長期は「初めて出来た」の連続

　児童学の世界では、子どもの発達を次のようにとらえています。０歳児の頃は自分では何もできなかったのに、１歳になれば簡単な言葉の指示がわかり、２歳で自己主張を始めます。

　３歳くらいになると、それまで自分の身の周りのことしか目に入らなかったのが、その外に大きな世界があることに気がつくようになります。

　今まで自分に直接関係がなかったので気にもしなかった物の名前や使い道など、様々なことが知りたくて仕方がなくなります。いわゆる、魔の“なぜなぜ期”の始まりです。

　大人は、自分の子どもが出来る範囲を「直前までの状況」から判断し、「昨日までできなかったことは今日も出来るはずがない」と考えてしまいがちです。しかし、急成長期の子どもの場合、「初めて出来る日」は突然、訪れます。多くの「子どもの初めて」は、何のトラブルもなく終わりますが、偶然が重なって、悲しい事故につながってしまうことがあるのです。

　福井のケースと同様に、車の中に短時間、幼い子どもを置いたままにしてしまった経験がある人は少なくないと思います。この時、「うちの子は内側からドアを開けられないから大丈夫だ」と考えていると、そのわずかな間に、子どもが内側からドアを開けられるようになる「初めて」が訪れるかもしれないので注意が必要です。

「死」を知らない子ども

　もう一つ、子どもが“危険”に接近してしまう理由に、１０歳くらいまでの子どもは「死」の意味を完全に理解できていないという発達の特徴があります。アメリカの精神科医、キューブラー・ロスの研究以降、死についての研究が進んでおり、児童学でも子どもにとっての死の受容について、様々な研究が進められています。

　大人が行動する場合、死は取り返しのつかない永遠の別れと知っているので、死を避けるように行動をコントロールします。例えば、海で沖に向けて泳ぐ時、「これ以上沖に行けば帰るまでの体力はないだろうし、最悪、死んでしまうかもしれない」と予測できるからこそ、適当なところで引き返します。大人は、やる気を危機管理の観点で抑制しているとも言えますが、もし危機管理の観点が欠落していたらどういう結果になるでしょうか？

　子どもは２歳頃から、「死ぬ」という言葉を使いはじめますが、睡眠のような活動の一時的停止としてとらえています。

　６歳頃になれば、「死んだら二度と生き返らない」という仕組みを理解し始めますが、「自分も含め、全ての者は死ぬ」といったように、死を自分にも及ぶ危機として理解するのは１０歳頃と考えられています。そのため、好奇心が活発に働き始めた３歳以降の子どもたちは、自分の好奇心の赴くまま、やる気を抑制できず、恐れることなく何にでもチャレンジしてしまうのです。

６０００人が見落とした子どもの視点

　こうした危険を予測するには、子どもの視点で考えることが必要です。ただ、大人が子どもの視点を容易に想像できる、と考えるのは危険です。

　１９９４年１２月、沖縄県名護市で７歳の男の子と５歳と４歳の女の子の計３人が行方不明となり、２０日後に駐車したトラックの荷台にあったふた付きの箱型のタンク（縦横１メートル、高さ９０センチ）の中で遺体となって発見されたケースが、それを示しています。

　子どもたちが見つかったタンクを載せた車の周辺は、以前から遊び場所の一つでした。捜索は延べ６０００人を動員して行われ、車の周辺も調べましたが、タンクに入ったことを想像した人は１人もなく、捜索の対象外でした。子どもたちを発見したのは、たまたまこのタンクを使おうとした一般の人でした。

子ども視点で危険を予測

　では、子どもの視点や目線で危険を予測するにはどうしたらよいでしょうか。

　まずは、文字通り目線を合わせることです。目の高さの違いだけでも、見える世界が大きく変わります。平均身長の違いから、大人の場合は１６０センチ、子どもは１００センチくらいの高さから見ているのですが、見通せる範囲が大幅に変わってしまいます。大人が地面や床に膝をついて見える範囲が、おおよそ子どもの目線の目安になります。

　さらに大人と子どもでは、視力や視野も異なります。子どもの視力は３歳くらいになればおおよそ０．８くらいであり、６歳頃になってようやく１．０程度になります。また視力と同じように、視野も発達します。６歳頃は、大人と比べて縦横６割程度の視野しかないというスウェーデンの児童心理学者、サンデルス氏の研究もあります。

子どもの視点を体験する

　こうした子どもたちの視点を理解するために、ＮＰＯ法人「ＣＡＰセンター・ＪＡＰＡＮ」（大阪市）が作ったチャイルドビジョンという体験メガネがあります。同法人のウェブサイトからダウンロードした型紙を使って簡単に作ることができ、使い方も書いてあります。できればこれを使い、膝立ちになって目線の高さを子どもに合わせ、いろいろと見てほしいと思います。

　筆者はかつて、学生とこのメガネを使って、大学の教室内や野外を見てまわったことがあります。大きなボールでキャッチボールをしても、目の前にくるまでボールがみえないために捕球できないことや、よく知った校内を歩いても、教室名などの文字情報が視野の外にあるため、どこも同じように見えてしまい、迷子になりそうだと驚きました。

　逆に、狭められた視界の中で新たな発見もありました。アリやミミズといった小さな生き物が道の上で動いていることに、学生はとても興味をひかれたといいます。

　また、ある学生は、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(きれい),綺麗)に見える教室の中で、いつ誰が書いたかもわからない古い落書きが机の下に残っていることや、棚の裏の隅にカビがあることを見つけました。子どもの目線で見ないと、目に入らないものや気がつかないものがあるのです。こうした大人の気がつかないものに興味を引かれ、導かれるように動くことで、子どもが“一瞬で消える”可能性があるのです。

親が安心できる時間を社会で作る

　私たち大人が予測しにくい子どもの行動について、子どもの発達や目線の特徴から説明をしましたが、事故を防いだり、姿を消した子どもをすぐに探したりするには、どのような方法が有効なのでしょうか？

　一言で言えば、「常に子どもの視点で考えろ」ということです。

　事故を防ぐ究極の対策は「子どもから一瞬でも目を離すな」ということになりますが、忙しい子育ての際にこれを実現するのは不可能でしょう。

　子どもに不慮の事故が起こったとき、安易に親の責任論を口にする人が多いと思います。しかし、共働きの増加で孤立しがちな子育て環境の中で頑張っている親に、そこまで求めるのは無理があります。

　最近、「アロマザリング」という言葉が使われるようになってきました。これは、親以外の人が積極的に子育てに関わり、負担の軽減を目指すという考え方です。

　子どもは、「その家の子ども」というばかりではなく、社会全体にとっても「宝」です。子どもが安全に暮らしていけるように手をさしのべるのが、地域社会を作る大人の義務でもあると思います。周囲が育児を支援し、「親が安心して目を離せるゆとり」を作ってあげることも、大切な子育ての支援の一つなのです。

http://www.yomiuri.co.jp/fukayomi/ichiran/20180309-OYT8T50025.html
・校則の見直し「児童生徒や保護者の参加が望ましい」　林文科相が国会で踏み込む（BuzzFeedJapan・3月29日）
行き過ぎた校則（ルール）の見直しを求める動きが全国的に強まるなか、林芳正文科相が3月29日、校則の見直しには「児童生徒や保護者が何らかの形で参加した上で決定するのが望ましい」と明言した。【BuzzFeed Japan / 瀬谷健介】

参議院の文教科学委員会で、日本共産党の吉良佳子議員の質問に答弁した。

吉良氏は質疑で、文科省が発行した生徒指導の基本書「生徒指導提要」にある項目「校則の見直し」を取り上げ、「絶えず積極的に見直さなければならない」との表記が間違っていないかどうかを尋ねた。

“学校を取り巻く社会環境や児童生徒の状況は変化するため、校則の内容は、児童生徒の 実情、保護者の考え方、地域の状況、社会の常識、時代の進展などを踏まえたものになっ ているか、絶えず積極的に見直さなければなりません。“

林氏はこの項目を復唱する形で、間違っていないと確認したうえで、見直しについて次のように語った。

「最終的には校長の権限により適切に判断されるべき事柄でありますが、児童生徒が話し合う機会を設けたり、保護者の意見を徴収するなど、児童生徒や保護者が何らかの形で参加した上で決定するのが望ましいと考えています」

生徒指導提要では「望ましい」とは記されておらず、一歩踏み込んだかたちの発言となった。
「児童生徒の自尊感情の低下を招かないように」
一方で、生徒らが校則を変えてほしいと提案しても、教員に取り合ってもらえなかった事例があるとの吉良氏の指摘に対し、林氏は「校則の提案があったときに、児童生徒の自尊感情の低下を招かないようにするのは大事なことだ」と返した。

林氏は、指導にあたって体罰や不適切な言動が許されないのは当然だと強調。児童生徒の特性や発達の段階を十分に考慮せずに厳しい指導をすれば、「自尊感情の低下を招き、精神的に追い詰めかねない」と危惧した。

吉良氏は、下着の色が定められている学校の例を挙げ、「セクハラであり、パワハラであり、人権侵害だ」と訴えた。

林氏は「大変驚いている」とする一方で、「どういう理由で、どういうプロセスでしたのかわからないので、一概に申し上げるのは差し控えたい」と避け、今後の方針についてはこう語った。

「生徒指導にあたっては、生徒の持つ特徴や傾向をよく理解し、個々の児童生徒の特性や発達の段階に応じた指導を行う必要があると思っております。引き続きこの点については周知徹底して参りたいと思います」

行き過ぎた校則を巡っては、2017年秋に、生まれつき茶色い髪の毛を持つ女子生徒が裁判を起こしたのを皮切りに、注目が集まった。

その後、有志団体「“ブラック校則“をなくそう！プロジェクト」が発足。実態調査や署名活動などを続けている。

プロジェクトは、ブラック校則を「一般社会から見れば明らかにおかしい校則や生徒心得、学校独自のルールなどの総称」だと定義し、頭髪指導に関わらず、行き過ぎた内容の校則を社会全体で見直そうと訴えている。

活動の趣旨に賛同する約3万人の署名とともに林氏に提出する方針だ。

吉良氏がこの動きを取り上げ、「ブラック校則を見直すことを強く訴えたい」と述べると、林氏は、そうした動きは報道などで知っている、と答えた。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180329-00010003-bfj-pol
・肥満少数も女子高生の過半数「私は太っている」（読売新聞・3月30日）
　日本の女子高校生の５１・９％が「自分は太っている」と考えていることが３０日、国立青少年教育振興機構の国際比較調査でわかった。

　７年前の調査より約２０ポイント下がったが、実際に肥満とされる体格指数（ＢＭＩ）２５以上はわずか２・７％。女子高校生が必要以上にダイエットへの圧力を感じ続けている現状を裏付けた。

　調査は昨年９～１１月に実施。日本、アメリカ、中国、韓国４か国の高校生計約８５００人に生活習慣や健康意識などを尋ねた。

　自分の体形をどう捉えているか、との質問で、「太っている」「少し太っている」と答えた女子の割合は日本が４か国で最も高かった。最も低かったのはアメリカの１９・７％。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20180330-OYT1T50096.html
